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Ⅰ　管内の概要

１　管内図
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２ 管轄区域

西部振興局は、平成１８年４月１日に旧日田地方振興局と旧玖珠九重地方振興局が統合し

て設置された。

その管内は、旧日田地方振興局が管轄した日田市と旧玖珠九重地方振興局が管轄した玖珠

郡九重町、同玖珠町の１市２町である。

３ 管内の地勢、交通

（１）地 勢

管内は、県西部の日田市、九重町、玖珠町の１市２町で構成され、面積は122,400ha（対全

県比19.30%）、人口は85,644人（同7.62%、「令和２年版大分県統計年鑑」）である。

日田市は平成１７年３月２２日に旧日田郡の２町３村（前津江村、中津江村、上津江村、

大山町及び天瀬町）を編入し、九州北部のほぼ中央、大分県の最も西に位置している。福岡

県と熊本県に接しており、南部は標高1,000ｍ級の険しい山々が連なって津江山系を形づくり、

北部は、中央を東西に流れる筑後川を中心に盆地を形成している。面積は66,603ha（対全県

比10.50%）、人口は62,697人（同5.58%）である。筑後川は、くじゅうの山々や阿蘇北外輪山、

津江山系の水を集めて日田盆地で合流、有明海に注ぎ、４県にまたがる流域123万人の生活と

産業を潤している。

九重町は、北西に玖珠町、南西は熊本県に接しており、町中央部を筑後川上流の玖珠川が

東西に走り、東南には中岳、久住山、大船山等の名峰連なる九重連山に囲まれている。面積

は27,137ha（対全県比4.28%）、人口は8,548人（同0.75%）である。

玖珠町は、日田市東部に隣接し、玖珠川が東西に貫流する。玖珠盆地を取り囲むように、

我が国最大の二重メサ台地の万年山、伐株山、岩扇山がそびえ、北境には耶馬溪、南境には

九重連山があり、東方には4,000haにおよぶ日出生台原野が広がる。面積は28,660ha（対全県

比4.52%）、人口は14,399人（同1.28%）である。

（２）交 通

道路は、大分市から福岡県久留米市に至る国道210号、中津市から熊本県阿蘇市に至る国道

212号、北九州市に至る国道211号、福岡県筑紫野市に至る国道386号、宇佐市から玖珠町、日

田市中津江村・日田市上津江町を経由して熊本市に至る国道387号、大分市から日田市中津江

村を経由して福岡県大川市に至る国道442号の６国道と、主要地方道８路線、一般地方道２９

路線がある。

また、高速道路網として平成８年３月には九州横断自動車道の大分自動車道が一部暫定２車

線で全線開通し、平成１７年３月には大分自動車道の全線４車線化が完成した。

鉄道は、大分市と久留米市を結ぶＪＲ久大本線、日田市と北九州市を結ぶＪＲ日田彦山線の

２線が敷設されているが、平成２９年の九州北部豪雨で被災した日田彦山線の添田～夜明間に

ついて、ＪＲ九州と沿線自治体はＢＲＴで復旧することを正式合意した。（令和3年4月1日現在）

路線バスは、日田地域では日田バスを中心に運行されているが、中津方面へは大交北部バス

の路線もある。玖珠九重地域では、玖珠観光バスを中心に運行されている。

コミュニティバスは、日田市においては４路線、九重町においては７路線、玖珠町において

は１２路線がそれぞれの自治体において運行され、地域住民の貴重な足となっている。（令和

４年３月現在）

また、高速バスは、大分市、福岡市方面に常時運行されている。

－2－



４　管内の姿

総農家
耕地
面積

農業
産出額
（推計）

林野
面積

事業
所数

販売額
事業
所数

出荷
額等

単位 ha 人口 世帯 戸 ha 百万円 ha 所 百万円 所 百万円

日田市
（Ａ）

66,603 62,697 25,105 4,033 3,330 12,370.00 55,040 1,055 106,887.08 184 109,864.16

九重町
（Ｂ）

27,137 8,548 3,314 1,306 2,000 4,530.00 21,349 110 4,224.37 13 7,081.31

玖珠町
（Ｃ）

28,660 14,399 5,870 1,633 2,070 4,520.00 20,162 246 24,923.47 18 8,613.42

管内計
（Ｄ）

122,400 85,644 34,289 6,972 7,400 21,420.00 96,551 1,411 136,034.92 215 125,558.89

日田市
管内比率
（Ａ／Ｄ）

54.41% 73.21% 73.22% 57.85% 45.00% 57.75% 57.01% 74.77% 78.57% 85.58% 87.50%

九重町
管内比率
（Ｂ／Ｄ）

22.17% 9.98% 9.66% 18.73% 27.03% 21.15% 22.11% 7.80% 3.11% 6.05% 5.64%

玖珠町
管内比率
（Ｃ／Ｄ）

23.42% 16.81% 17.12% 23.42% 27.97% 21.10% 20.88% 17.43% 18.32% 8.37% 6.86%

県計
（Ｅ）

634,073 1,123,852 488,229 39,475 55,100 119,500.00 448,443 14,115 2,579,946.15 1,404 4,438,950.00

対県比
（Ｄ／Ｅ）

19.30% 7.62% 7.02% 17.66% 13.43% 17.92% 21.53% 10.00% 5.27% 15.31% 2.83%

資料名

令和２)年版
大分県統計
年鑑（国土地
理院HP令和
元年10.1現
在）

令和２)年版
大分県統計
年鑑（2015農
林業センサ
ス）

令和２)年版
大分県統計
年鑑（第66次
九州農林水
産統計年俸
(農業編)）

第67次九州農
林水産統計年
俸(農業編)）

令和２年版大
分県統計年
鑑（大分森林
管理署、大分
西部森林管
理署、九州防
衛局、大分県
調べ）

令和2年版大
分県統計年
鑑(工業統計
調査R元年6.1
現在）

令和2年版大分県
統計年鑑(工業統
計調査H30年1年間
の数値）

工業

令和２年版大分県統計年
鑑（令和2年国勢調査（速
報）

面積 人口 世帯数

農林業 商業

令和２年版大分県統計年鑑（H28
経済センサス-活動調査独自集
計）
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５ 管内の人口

(１)市町村別人口の推移

（単位：人）

平成2年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

日田市 81,580 79,776 77,369 74,165 70,940 66,523 62,657

九重町 12,848 12,022 11,566 11,108 10,421 9,645 8,541

玖珠町 20,907 19,659 18,988 18,276 17,054 15,823 14,386

管内計 115,335 111,457 107,923 103,549 98,415 91,991 85,584

県 計 1,236,942 1,231,306 1,221,140 1,209,571 1,196,529 1,166,388 1,123,852

対県比 9.3% 9.1% 8.8% 8.6% 8.2% 7.9% 7.6%

（国勢調査 各年10月1日現在、令和2年は国勢調査人口等基本集計結果より）

(２)年齢別人口比率の推移

(単位：％)

（国勢調査 各年10月1日現在、令和2年は国勢調査人口等基本集計結果より）

(３)産業別就業人口

(単位：人）

（平成２７年国勢調査）

※各産業とも就業人口の上位二業種のみ抜粋掲載した。

※合計には分類不能の産業を含むため、第一次・第二次・第三次産業の合計と一致しない。

計 内　農業 内　林業 計 内　建設業 内　製造業 計 内　卸売･小売業 内　サービス業

32,880 3,301 2,786 491 8,227 3,258 4,957 20,902 4,921 1,441
(100.0%) (10.0%) (8.5%) (1.5%) (25.0%) (9.9%) (15.1%) (63.6%) (15.0%) (4.4%)

4,962 1,304 1,210 92 912 511 397 2,727 481 232
(100.0%) (26.3%) (24.4%) (1.9%) (18.4%) (10.3%) (8.0%) (55.0%) (9.7%) (4.7%)

8,127 1,275 1,195 76 1,585 680 899 5,170 1,058 339
(100.0%) (15.7%) (14.7%) (0.9%) (19.5%) (8.4%) (11.1%) (63.6%) (13.0%) (4.2%)

45,969 5,880 5,191 659 10,724 4,449 6,253 28,799 6,460 2,012
(100.0%) (12.8%) (11.3%) (1.4%) (23.3%) (9.7%) (13.6%) (62.6%) (14.1%) (4.4%)
546,167 36,475 31,401 1,743 121,915 46,376 74,846 363,361 82,577 29,622

(100.0%) (6.7%) (5.7%) (0.3%) (22.3%) (8.5%) (13.7%) (66.5%) (15.1%) (5.4%)
対県比 (8.4%) (16.1%) (16.5%) (37.8%) (8.8%) (9.6%) (8.4%) (7.9%) (7.8%) (6.8%)

合　計
第一次産業 第二次産業 第三次産業

日田市

九重町

玖珠町

管内計

県　計

平７ 平12 平17 平22 平27 令2 平７ 平12 平17 平22 平27 令2 平７ 平12 平17 平22 平27 令2

日田市 17.4 15.6 14.2 13.6 12.9 12.4 62.4 60.7 58.9 57.4 54.4 51.8 20.1 23.7 26.5 29.0 32.7 35.8

九重町 15.9 13.7 11.9 11.0 10.7 10.5 59.5 56.0 54.0 52.0 48.6 44.3 24.7 30.4 34.1 37.1 40.7 45.2

玖珠町 16.8 15.3 14.1 12.9 11.8 11.2 61.2 58.8 57.6 56.6 53.0 50.3 21.9 25.9 28.3 30.5 35.1 38.5

管内計 17.2 15.3 14.0 13.2 12.5 12.0 61.9 59.8 58.1 56.7 53.6 50.8 20.9 24.8 27.7 30.1 34.0 37.2

県　計 16.3 14.7 13.6 13.1 12.7 12.1 65.1 63.4 61.9 60.3 56.9 54.6 18.6 21.8 24.2 26.6 30.4 33.3

区　分
０～14歳 15～64歳 65歳以上
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(４)産業別就業人口（平成２２年対比）

（単位：人）

※合計には分類不能の産業を含むため、第一次・第二次・第三次産業の合計と一致しない。

６ 管内の産業別総生産
（単位：百万円、％）

（平成３０年度「大分の市町村民経済計算」

（上段は金額、下段は構成比）

計 内　農業 内　林業 計 内　建設業 内　製造業 計 内　卸売･小売業 内　サービス業

日田市 △ 985 △ 397 △ 304 △ 80 △ 508 △ 362 △ 130 △ 339 △ 324 △ 12

九重町 △ 396 △ 163 △ 163 1 △ 52 △ 12 △ 40 △ 196 △ 111 △ 13

玖珠町 △ 266 △ 133 △ 126 △ 9 35 △ 28 63 △ 217 △ 135 35

管内計 △ 1,647 △ 693 △ 593 △ 88 △ 525 △ 402 △ 107 △ 752 △ 570 10

県計 △ 4,284 △ 3,338 △ 2,364 △ 123 △ 7,528 △ 2,438 △ 5,133 167 △ 6,757 203

合計
第一次産業 第二次産業 第三次産業

（控除）

農業 林業 水産業 計 総資本形成

に係る消費

日田市 249,349 6,707 2,610 94 9,411 79,931 158,517 4,212 2,722

100% 2.7% 1.0% 0.0% 3.8% 32.1% 63.6% 1.7% 1.1%

九重町 37,300 2,199 836 6 3,041 6,774 27,262 630 407

100% 5.9% 2.2% 0.0% 8.1% 18.2% 73.1% 1.7% 1.1%

玖珠町 51,299 1,948 500 1 2,449 8,894 39,649 867 560

100% 3.8% 1.0% 0.0% 4.8% 17.3% 77.3% 1.7% 1.1%

管内計 337,948 10,854 3,946 101 14,901 95,599 225,428 5,709 3,689

100% 3.2% 1.2% 0.0% 4.4% 28.3% 66.7% 1.7% 1.1%

県　計 4,614,325 70,194 11,545 15,542 97,281 1,464,494 3,024,978 77,944 50,372

100% 1.5% 0.3% 0.3% 2.1% 31.7% 65.6% 1.7% 1.1%

管内対県比 7.3% 15.5% 34.2% 0.6% 15.3% 6.5% 7.5% － -

第一次産業 第二次
産　 業

第三次
産   業

輸入品に課さ

れる税・関税
合計
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Ⅱ 業務の概要

総務部の概要

総務部は、振興局の予算に関する事務、庁舎や宿舎等の県有財産の維持管理、管内の選挙、広

報広聴、交通安全、危機管理、情報公開及び青少年対策の推進等を担っている。

１ 危機管理

（１）災害対策

「災害対策基本法」、「大分県地域防災計画」及び「大分県災害対策本部条例」等に基づき管内

の防災体制の確立を図るとともに、状況に応じて「地区災害対策連絡室」、「地区災害警戒本部」、

「地区災害対策本部」を設置し、総合的な災害対策を行う。

また、各種研修および訓練に参加し、発災初期における管内の市町との連携及び災害対応能力の

向上を図る。

○西部振興局管内災害対策体制・設置状況

（令和２年度） （令和３年度）

地区災害対策連絡室 １２回 ８回

地区災害警戒本部 ３回 １回

地区災害対策本部 １回 １回

○令和３年度の西部振興局管内の被災状況

人的被害 建物被害 その他被害

前線停滞による長雨 なし 住 家：７棟 地滑り(日田市鶴河内鰐地区)、停電・

（令和３年８月） 非住家：４棟 断水(日田市天瀬町など)、JR久大本線

の不通（橋梁・軌道変状、天ヶ瀬駅構

内土砂流入など、R3.9.17全線再開）

○訓練等への参加

実施月日：６月１０日（実施主体：玖珠町・九重町）

目 的 場 所 対 象

玖珠郡 大規模災害発生時の関係機関の相互連携と 玖珠町 自衛隊、警察、消

合同防災訓練 迅速・的確な対応 玖珠川河川敷 防など

実施月日：８月３１日：（実施主体：大分県、九重町）

目 的 場 所 対 象

九重山 九重山火山避難計画に基づく関係機関の防 長者原登山口 気象台、国、自治

火山防災訓練 災対応能力向上と住民、登山者の意識高揚 赤川登山口 体、自衛隊、警察、

男池登山口 消防など

実施月日：１２月１２日（実施主体：日田市）

目 的 場 所 対 象

日田市合同 大規模災害発生時の関係機関の相互連携と 日田市三芳地区 自衛隊、警察、消

防災訓練 迅速・的確な対応 河川敷 防、病院など
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（２）消 防

災害時には災害情報の収集、住民の安全な避難のため、各市町の消防団活動が不可欠である。

災害時の連絡、通報体制の維持・強化について、管内市町村及び日田玖珠広域消防組合と連携を

図る。

○消防団の状況 （令和４年４月２０日現在）

消防団 消防施設

分団数 団員数(人) 消防水利(箇所) 消防ポンプ(台)

日田市 ４９ ８１６ ５１３ １２９

九重町 １２ ３３２ ３０５ ２８

玖珠町 ４ ３８０ ４４３ ３２

○階級別消防団員数 （令和４年４月２０日現在）

市町村名 計 団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 条例定数

日田市 816 1 16 49 49 51 169 481 1,218

九重町 332 1 4 12 16 28 84 187 400

玖珠町 380 1 4 4 5 30 90 246 506

○火災の状況 （令和３年中）

市町村名 建物 林野 車両 その他 計

日田市 １１ １ ４ １８ ３４

九重町 ３ ２ ３ ４ １２

玖珠町 ３ ３ ３ ２ １１

（３）特定家畜伝染病対策

特定家畜伝染病防疫指針及び大分県特定家畜伝染病現地総合対策本部設置要領に基づき、組織

で体制を整えている。

管内で特定家畜伝染病（口蹄疫、鳥インフルエンザ、豚熱等）の発生が確認された場合には、

現地総合対策本部を設置し、県総合対策本部、市町村及び関係団体と連携し、迅速かつ徹底した

防疫措置を講じる。

○特定家畜伝染病の発生状況 （令和３年４月１日現在）

管内

発生日 発生場所 種類 殺処分数

平成１６年２月１４日 九重町 高病原性鳥インフルエンザ １３羽（ペット）

県内

発生日 発生場所 種類 殺処分数

平成２３年 ２月２日 大分市宮尾 高病原性鳥インフルエンザ 約１万羽

令和 ２年１２月９日 佐伯市宇目 高病原性鳥インフルエンザ 約５万６千羽

（４）新型コロナウイルス感染症対策（令和２年度～）

新型コロナウイルス感染症の流行を受け、庁舎内の消毒や職員の健康観察、在宅勤務の促進、

オンラインでの会議、打ち合わせの実施など、職員や来庁者への感染防止対策を徹底している。

感染拡大期には保健所業務を支援するため職員を派遣したほか、飲食店への営業時間短縮要請

を実施した際には、営業実態調査を各市町と連携して行った。
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○新型コロナウイルス感染者数 （令和４年６月８日現在）

大分県 日田市 九重町 玖珠町

新型コロナウイルス感染 累計陽性者数 55,471人 3,191人 181人 573人

○新型コロナウイルス感染防止対策及び保健所業務協力 （令和４年３月３１日現在）

具体的な取組 令和２年度 令和３年度

手指消毒の励行、共用部分の消毒、換気の徹底、職員の健康管理 毎日実施 毎日実施

在宅勤務の推進（感染拡大防止） 1,035回 601回

ＰＣＲ検体の搬入 56回 13回

保健所業務の応援対応 職員の兼務発令（実働期間） 1人(2.0月) 1人(2.5月)

保健所への職員派遣（短期3日間） ― 10回

宿泊療養施設への職員派遣（短期3日間） 2回 10回

○飲食店への営業時間短縮要請に係る営業実態調査結果 （令和３年５月１４日実施）

日田市 九重町 玖珠町

総店舗数 724店 188店 168店

時短営業対象店舗数 437店 21店 90店

うち調査店舗数 437店 21店 90店

２１時以降に営業していた店舗数 2店 0店 0店

閉店率 99.5％ 100％ 100％

２ 交通安全

市町交通安全推進協議会と協力し、春・秋の全国交通安全運動、夏・年末年始の事故ゼロ運動

などの街頭啓発に取り組むほか、交通事故相談所による巡回相談窓口や交通遺児救済募金箱の設

置など、交通安全の推進等に努めている。

交通事故発生状況 （単位：件、人）

件 数 死 者 負 傷 者

R2年 R3年 増 減 R2年 R3年 増 減 R2年 R3年 増 減

日 田 市 107 88 △19 3 4 1 136 95 △41

九 重 町
44 32 △12 1 5 4 62 40 △22

玖 珠 町

管 内 計 151 120 △31 4 9 5 198 135 △63

県 計 2,437 2,360 △77 43 36 △7 3,020 2,832 △188

対全県比 6.2% 5.1% 9.3% 25% 6.6% 4.8%

（各年１～１２月）
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○令和３年度交通安全運動実施内容

春の全国交通安全運動 ：街頭啓発実施 ４月６日、４月１５日

交通マナーアップキャンペーン : 街頭啓発実施 ７月１日

おおいた夏の事故ゼロ運動 ：街頭啓発実施 ７月１２日、７月２１日

秋の全国交通安全運動 ：街頭啓発実施 ９月２１日、９月３０日

おおいた冬の事故ゼロ運動 ：街頭啓発実施 １２月６日、１２月１５日

飲酒運転根絶キャンペーン :ポスター掲示にて周知 １１月１０日～１２月２０日

自転車月間 :ポスター掲示にて周知 ５月１日～５月３１日

交通安全県民大会 ：ホルトホール大分（コロナの為中止） ９月２日

３ 選挙関係

（１）選挙対応

国や県の選挙街頭啓発事業として、広報車による投票日の周知や投票参加への呼びかけ、期日前

投票等ができる期間など選挙人に必要な情報を周知するため、広報車両による巡回啓発を行う。

○令和3年10月31日執行 第49回衆議院議員総選挙及び第25回最高裁判所裁判官国民審査投票結果

第４９回衆議院議員総選挙 （令和３年１０月１９日告示、１０月３１日投票日）

小選挙区 選挙当日の有権者数(Ａ) 投 票 者 数(Ｂ) 投 票 率（％）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

日田市 24,952 28,431 53,383 16,162 17,967 34,129 64.77 63.19 63.93

九重町 3,694 4,070 7,764 2,454 2,526 4,980 66.43 62.06 64.14

玖珠町 6,100 6,605 12,705 4,054 4,196 8,250 66.46 63.53 64.94

管内計 34,746 39,106 73,852 22,670 24,689 47,359 62.24 63.13 64.12

比例区 選挙当日の有権者数(Ａ) 投 票 者 数(Ｂ) 投 票 率（％）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

日田市 24,952 28,431 53,383 16,155 17,955 34,110 64.74 63.15 63.89

九重町 3,694 4,070 7,764 2,454 2,526 4,980 66.43 62.06 64.14

玖珠町 6,100 6,605 12,705 4,052 4,195 8,247 66.43 63.51 64.91

管内計 34,746 39,106 73,852 22,661 24,676 47,337 65.21 63.10 64.09

第２５回最高裁判所裁判官国民審査（令和３年１０月１９日告示、１０月３１日投票日）

選挙当日の有権者数(Ａ) 投 票 者 数(Ｂ) 投 票 率（％）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

日田市 24,952 28,431 53,383 10,586 11,092 21,678 42.42 39.01 40.60

九重町 3,691 4,067 7,758 2,406 2,495 4,901 65.19 61.35 63.17

玖珠町 6,100 6,605 12,705 4,042 4,186 8,228 66.33 63.41 64.81

管内計 34,743 39,103 73,846 17,034 17,773 34,807 49.02 45.45 47.13
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（２）選挙出前事業

投票参加の意義や選挙制度について理解を深めるとともに、社会参加を促進し、政治的判断能力

の向上を図ることを目的とし、小中高校の児童・生徒等を対象に選挙出前事業を実施している。

（令和３年度は新型コロナウィルス感染症の影響により開催なし）

４ 青少年健全育成の推進

青少年の健全育成及び非行防止など青少年に関する施策を推進するため、大分県青少年対策本部

西部支部を設置し、「大人が変われば子どもも変わる」県民運動として、職員等による街頭啓発等を

実施している。（令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため街頭啓発を実施せず、管内２

カ所に啓発グッズ等を設置）

５ 広報広聴

（１）県政モニター事業
令和３年度は管内で１１名を「県政モニター」として委嘱し、多彩な意見、アイデア等を県政

に反映させ、県民中心の開かれた県政を推進している。

（２）県政ふれあいトーク

県の施策をわかりやすく県民に知らせるとともに、県民からの声を施策に反映し、実効ある「県

民中心の県政」を推進することを目的として、知事と地域住民が膝を交えて対話する「県政ふれ

あいトーク」を県広報広聴課所管で実施している。

令和３年度は管内で２回（６箇所）実施し、６８名の皆さんと懇談した。

令和３年度県政ふれあいトーク実施状況

実施月日 訪問先及び参加数

宝泉寺温泉街の皆さん 15名 九重町

6月17日 JAおおいた玖珠九重トマト部会 9名 九重町

森地区コミュニティ運営協議会 18名 玖珠町

天ヶ瀬温泉街の皆さん 9名 日田市

11月5日 有限会社本川牧場 8名 日田市

日田ものづくり探検隊実行委員会 9名 日田市

（３）ＳＮＳを活用した情報発信

令和３年度から管内の観光や農産物、工事の進捗状況などの情報を県民にわかりやすく情報発信す

るため、西部振興局インスタグラムを開設し、西部振興局で行っている事業等を写真とともに紹介し

ている。

西部振興局インスタグラム情報発信の状況 （令和４年３月３１日現在）

項 目 件 数 備 考

投稿数（紹介記事の件数） 205 観光102、農業19、林業38、復旧工事11、

その他35

フォロワー数 755 ※R4.6.2現在
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６ 情報公開

日田地区情報コーナー（玖珠土木事務所分除く）において情報公開請求等に係る事務を行って

おり、令和３年度に処理した業務及び件数は下記のとおり。

（単位：件）

処 理 業 務 件 数

公文書公開請求 4

個人情報開示請求 2

情報提供 135

７ 石油価格調査

県民の消費生活上重要な石油製品の小売価格を調査し、価格の変化や地域差を明らかにするこ

とにより、物価行政の基礎資料を得ることや、石油製品(ガソリン、灯油)の価格と需要の安定を

図る目的で、年２回(５月、１２月)石油製品販売価格調査を実施している。

石油製品販売価格の状況（各年12月調査）

調査対象 レギュラーガソリン（単位：円／ ） 灯油（単位：円／18 ）

店舗数 Ｒ２年 Ｒ３年 増 減 Ｒ２年 Ｒ３年 増 減

日 田 市 12 130.71 170.93 40.22 1,313.00 1,956.71 643.71

九 重 町 3
137.33 175.67 38.34 1,559.11 2,010.00 450.89

玖 珠 町 3

８ 工事経理

農林基盤部が発注する工事・業務委託の入札・契約等の経理事務を行っている。

令和２年７月豪雨災害分については、地理的悪条件、受注者側の技術者不足など、様々な理由で

不落札が増加している。

工事

農村整備 治山・林道

発注 落札 契約額 落札率 発注 落札 契約額 落札率

件数 件数 件数 件数

日田市 14 10 167,427,524 円 71% 33 20 1,129,243,269 円 61
%

九重町 8 4 104,335,000 円 50% 14 5 408,903,000 円 36%

玖珠町 8 6 163,694,256 円 75% 3 2 72,964,100 円 67%

計 30 20 435,456,780 円 67% 50 27 1,611,110,369 円 54%

－11－



業務委託

農村整備 治山・林道

発注 落札 契約額 落札率 発注 落札 契約額 落札率

件数 件数 件数 件数

日田市 6 6 67,507,000 円 100% 11 11 102,829,000 円 100%

九重町 5 5 38,918,000 円 100% 1 1 6,358,000 円 100%

玖珠町 5 5 30,118,000 円 100% 1 1 4,235,000 円 100%

計 16 16 136,543,000 円 100% 13 13 113,422,000 円 100%

９ 会計・出納

管内にある地方機関のうち５つのかい（西部振興局・日田県税事務所・西部保健所・農林水産研

究指導センター林業研究部・日田土木事務所）について予算の適正な執行管理、経費の削減、的確

な資金・物品・財産の管理などの庶務や会計事務を行うとともに、出納機関として契約や補助金の

適正執行などの審査・指導を実施している。
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地域創生部の概要 

 

 地域創生部は、管内市町の地方創生の取組を支援する（令和２年度～）とともに、管内の市町、各

種公的団体等と連携し、地域住民との協働のもと、それぞれの地域の実情や特性に応じ、商工業、観

光・ツーリズム等の産業振興のほか、地域づくり活動の支援や小規模集落対策などを実施し、地域の

振興を図っている。 

 

１ 地域振興 

 

 （１）地域活力づくり総合補助金 

  コミュニティビジネスの立ち上げや地域おこしのイベント開催など、一次産業、商工業、観光 

 産業などを通じて地域に活力をもたらす様々な取組に対し支援を行っている。 

 

① チャレンジ枠 

    地域資源等を活用した地域活性化に向けて、地域の様々な主体がチャレンジする調査研究や 

   試行等に対し支援を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ② 地域創生枠 

地域の様々な主体が行う、地域活性化につながる産業振興、地域間交流、人材育成、文化振

興、イベント開催等の取組に対し支援を行っている。 
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（２）地域課題対応枠事業 

   長期総合計画（プラン 2015）の特徴ある地域づくりの実現に向けて、地方機関と本庁とで情報 

  共有を進め、各地方機関が課題解決を図るための事業構築を行うもので、地域創生部関係は３事 

  業実施した。※原則３年間継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）小規模集落対策 

過疎化や高齢化の進行により、農山村地域での集落機能の低下が大きな問題となっており、大

分県では、平成２０年度を「小規模集落対策元年」と位置づけ、知事を本部長とする大分県小規

模集落対策本部を設置し、県、全市町村を挙げての取組をスタートした。 

 

  【令和３年度小規模集落対策対象地域】              （R4 年 3 月現在） 

市町村 自治区等の数 
自治区等の 

平均人口 

高齢化率 50%以上の 
集落数 

日田市 １６４ ３８０ ４６ 

九重町 １４０ ６３ ４３ 

玖珠町 ２７９ ５０ １１５ 

 

 

 ① 小規模集落等支援事業費補助金 

  中山間地域などの小規模集落に安心して住み続けられるよう集落の維持や活性化につながる取

組を支援している。平成２５年度から小規模集落に加え、山村・辺地・離島など小規模集落にな

りつつある地域にも対象地域を拡大するとともに、補助率を引き上げた。 

 

  【令和３年度小規模集落等支援事業費補助金】 該当案件なし 
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  ② ネットワーク・コミュニティ推進モデル委託事業 

      ふるさとに住み続けたいという希望を可能な限り実現するため、地域で活動する組織や団体を

中心に、それぞれの集落にある生活拠点の特徴を生かした集落ネットワークづくりに対し支援を

行っている。 

 

 【令和３年度ネットワーク・コミュニティ推進モデル委託事業】 該当案件なし 

 

 

 ③ 小規模集落応援隊 

   道路の草刈りやお祭りなど集落の共同作業が困難になりつつあるため、企業やＮＰＯ、ボラン

ティア団体など様々な活動団体に、応援隊への登録、応援活動の実施を呼びかけて小規模集落を

支援した。 

  

 
活動日 受入集落 応援隊 活動内容 

 1 

 

8 月 1 日 九重町田代地区 陸上自衛隊玖珠駐屯地曹友会（2名） 

大分県建設業協会玖珠支部（2名） 

西部振興局（1名） 

草刈り 

 2 

 

9 月 26 日 

 

日田市大鶴地区 株式会社谷組（2名） 

河津建設株式会社（4名） 

株式会社平成建設（2名） 

株式会社下徳産業（2名） 

西部振興局（1名） 

草刈り 

 

（応援隊登録数）県内：２３９団体、管内：２７団体（R4年 3 月現在） 

 

 

  （４）コミュニティ助成事業 

  （一財）自治総合センターが宝くじ受託事業収入を財源とし、市町村や団体が行うコミュニティ

活動や、コミュニティセンターの建設に対し助成を行っている。 

  

 【令和３年度コミュニティ助成事業】                  （単位：千円） 

実 施 主 体 実施地域 事 業 内 容 事業費 助成額 

1 九重町あばれ獅子保存会 九重町 あばれ獅子関係の備品

整備 

2,526 2,500 

2 南元町こども会 日田市 子ども神輿関係の備品

整備 

1,400 1,400 

3 

 

森地区コミュニティ運営協議会 玖珠町 公民館の備品整備 2,520 2,500 

4 日向下区 九重町 集会所の備品整備 1,700 1,700 

5 神来町自治会 日田市 公民館の備品整備 

 

1,147 1,100 

 

合    計 

 

9,293 

 

9,200 
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２ 観光の振興 

 

 （１）現状及び動向 

   日田地域は、歴史的な町並み、文化財、温泉、豊かな自然に恵まれ、行事や祭りが年間通じて

行われている。観光入込客数は平成１７年をピークに減少傾向だったが、「日本一のおんせん県

おおいたツーリズム戦略 2015」の推進により、日帰り客が主ではあるが増加傾向に転じていた。 

そうした中、平成２８年４月に発生した熊本地震、平成２９年の九州北部豪雨と２年連続の大

規模災害による被害を受けたため、平成２９年度は、緊急の風評被害対策として総合補助金の補

助率を 2/3 に引き上げ、各市町での取組を支援した。 

平成３０年度は、九州北部豪雨災害により寸断したＪＲ久大本線の復旧を契機に、「災害に負

けない地域連携の滞在型観光地づくり」を重点課題に掲げ、西部地域観光客誘客対策会議を立ち

上げ、関係市町（日田市・九重町・玖珠町）と広域連携による誘客対策を実施した。 

令和元年度からは、国内誘客を強化する目的で、関東圏を中心ターゲットとして誘客促進を図

るため、前年度の３市町に、全国的に知名度のある由布市を加え、広域エリアでの魅力向上に取

り組んでいるが、日韓関係の悪化に伴い韓国からのインバウンドが減少した。 

また、前述の減少要因に加えて令和２年度には新型コロナウイルス感染拡大に伴う移動制限等

や７月豪雨により管内への宿泊客数は激減している。 

一方で、明るい材料としてツール・ド・九州 2023 大分ステージが日田市で開催することが決ま

り、国内外から多くの観光客が予想されることから、開催をビジネスチャンスにし、地域の元気

づくりにつなげていくことが重要となっている。そのため、日田地域の各関係団体等の若手を集

め地域活性化 PT を設置し、その中で出た意見などを大分ステージ推進委員会へ提案するなど連

携を図っているところである。あわせてツール・ド・九州の機運の高まりにあわせてマウンテン

バイクの拠点として日田市大山町の田来原公園周辺エリアの整備が行われる計画があることか

ら観光客の受入環境整備に対する支援を行っていく。また、ツール・ド・九州の観光客向けに食

とアクティビティを組み合わせた旅行商品の開発にも支援を行い、減少傾向にある管内の宿泊客

数の増加の一助とし、これまでの災害などで疲弊している観光関連産業を盛り上げていく。 

 

    【宿泊客数の推移】                  （県宿泊客統計、単位：人泊） 

 
Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ元年 Ｒ２年 

 日 田 市 294,318 280,481 284,027 280,235 251,544 136,633 

うち外国人 47,778 61,692 97,625 89,202 58,395 5,437 

  九 重 町 120,034 118,512 145,761 130,405 97,329 50,315 

うち外国人 16,218 49,698 85,627 77,120 39,891 3,412 

  西部管内 計 414,352 398,993 429,788 410,640 348,873 186,948 

うち外国人 63,996 113,390 183,252 166,322 98,286 8,849 

  県全域  計 4,570,780 4,404,172 4,617,885 4,662,511 4,637,628 2,617,616 

うち外国人 555,025 618,672 862,294 877,898 770,916 87,621 

                                                      ※玖珠町は調査対象施設なし 

                                                              ※Ｒ２年データは速報値 

（２）農山漁村ツーリズム  

   九重町、玖珠町、日田市大山町の各グリーンツーリズム研究会会員のうち１４戸で組織する一

般社団法人Ｇ－ＷＥＳＴ（大分県西部地区教育旅行受入協議会）では、平成２０年２月の発足以

来、受入体制の整備や、スキルを高める研修を行い、小中学生を対象とした体験教育旅行を積極

的に受け入れている。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大状況の影響により実績なし。 

Ｇ－ＷＥＳＴに所属していない研究会や各農泊施設は、農家民泊のほか、加工品の開発や直売

所の運営、移住希望者との交流など、それぞれ特徴ある取組によって、都市農村交流を推進して

いる。 
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  【農家民泊の状況】                           （令和 3年 3月 31 日現在） 

 

区分 

令和元年度 令和２年度 

農家民宿数 宿泊人数 農家民宿数 宿泊人数 

許可 
件数 

営業 
戸数 

国内 海外 計 許可 
件数 

営業 
戸数 

国内 海外 計 

一般 教育旅行 一般 教育旅行 

 日田市 26 19 324 430 8 762 28 12 175 136 0 311 

 九重町 20 8 6 214 28 248 19 7 8 132 32 172 

 玖珠町 19 8 81 287 13 381 21 7 63 0 0 63 

管内計 65 35 411 931 49 1,391 68 26 246 268 32 546 

    ＊「宿泊人数」は、延べ人数 

 

 

 

３ 商工業の振興 

 

 （１）商業の振興  

日田地域は古くは天領として九州の経済の中心的な町として栄えたが、福岡商圏への購買力流

出、郊外大型店の進出等の要因により、中心市街地の空洞化が進んでいる。また、玖珠九重地域

においては、総じて商店数が少なく集積度の低い商店街が多く、商業者の高齢化や後継者不足等

により商店街の維持存続が厳しい状況となっている。 

 

①  大規模小売店舗の進出状況 

   大規模小売店舗立地法の対象となる店舗（店舗面積 1,000 ㎡超）のうち現在営業している店舗

は、日田市に２２店舗、九重町に７店舗、玖珠町に１店舗ある。（令和４年３月末現在） 

 

   【過去３年間の新規出店状況】令和元年度～３年度は新規出店なし 

  

 

 （２）工業の振興 

   管内には、199 事業所（従業者４人以上）があり、うち業種別では、木材が最も多く 59事業所、

食料品が 33 事業所、家具が 19 事業所である。古くから杉を中心とした一大林業地帯であること

から、木材関連産業を中心に発展してきた地域であるが、長期的な国産材需要の減少や景気の低

迷等により、厳しい経営環境が続いている。 

   これらのうち、近年伸びている自動車関連産業や醸造等の食品産業など、伝統的な地場産業の

振興を図るため、企業訪問による情報収集に努め、国の制度を活用するなど設備投資や販路開拓

に対し支援を行っている。 

 

 【工業の状況】                  （2020 年工業統計調査(確報)、単位：人、百万円、％） 

 

 区分 

事 業 所 数 従 業 者 数 製造品出荷額等 

30 年  元年 増減率 30 年 元年 増減率 30 年 元年 増減率 

日田市 184 171 △7.1 3,667 3,863 1.05 109,864 119,141 1.08 

九重町 13 12 7.7 467 443 △5.2 7,081 6,478 △8.6 

玖珠町 18 16 1.2 596 598 0.3 8,613 9,312 7.5 

管内計 215 199 △7.5 4,730 4,904 3.7 125,559 134,931 7.5 

県 計 1,404 1,371 △2.4 66,275 66,019 △0.4 4,438,950 4,298,944 △3.2 

対全県比 15.3 14.5    － 7.1% 7.4％    － 2.8% 3.1％    －  

   30 年：元年 6月 1日現在で実施し、30年 1 月 1 日から 30年 12 月 31 日までの 1年間の実績 

   元年：2年 6月 1日現在で実施し、元年 1月 1日から元年 12 月 31 日までの 1年間の実績 
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 【最近の企業立地状況】                          （企業概要調査及び聴取による） 

 
企 業 名 所在地 操業年月 従業員数 主要生産品目 

 1 サッポロビール(株)九州日田工場 日田市  H12. 3      80 ビール、発泡酒 

 2 三和酒類(株)日田蒸留所 日田市  H14. 4      24 焼酎 

 3 (株)エフオン日田 日田市  H18.11      27 木質燃料による発電 

 4 栗原産業(株)日田工場 日田市  H19. 8       4 自動車関連部品 

 5 九州南部化成(株) 玖珠町  H20. 4     101 プラスティック製品 

 7 名水美人ファクトリー(株)日田工場 日田市  H23. 6     151 もやし製造 

 8 日田キヤノンマテリアル（株） 日田市  H24. 5     289 トナーカートリッジ 

 9 (株)アンドウラボ 玖珠町  H24. 7      15 炭酸飲料 

10 (株)ソレイユ日田 日田市  H25. 4       1 ソーラー発電 

11 日本フォレスト(株)天ヶ瀬工場 日田市  H25. 8       9 木質燃料製造 

12 (株)グリーン発電大分  日田市  H25.11      17 木質燃料による発電 

13 (株)遠山工業 大分工場  日田市  H27. 4      12 自動車関連部品 

14 (株)ティーアンドエス  日田市  H28. 2      28 情報関連商品 

15 ZAiMU クラウドサービス（株）  日田市  H29. 2       3 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ 

16 新栄合板工業(株)  玖珠町  R 元. 5      49 合板 

17 アイテレス（株） 日田市  R3.5 5   IT、ソフト開発 

 

 

 （３）商工会議所及び商工会の状況  

県では、小規模事業者の事業の振興及び経営の安定を図るため、商工会議所及び商工会（以下

「商工会等」という。）が経営指導員を設置して行う経営改善普及事業並びに地域総合振興事業

に対し、「小規模事業経営支援事業費補助金」を交付している。 

 

【商工会議所・商工会の組織状況】              （令和 4年 3月 31 日現在） 

 

名  称 

商工業 

者数 

Ａ 

会員数 

 

Ｂ 

組織率 

 

Ｂ/Ａ 

令和 3年度 

補助金額 

(円) 

事 務 局 体 制(R4.4.1) 

事 務 

局 長 

経 営 

指導員 

経 営 

支援員 

合計 

日田商工会議所 3211 1670 52％ 4,945,139 1 5 3 9 

日田地区商工会 471 340 72.2％ 2,141,758 1 5 3 9 

九重町商工会 511 327 64.0％ 1,256,886 1 3 2 6 

玖珠町商工会 753 552 73.3％ 1,332,586 1 3 2 6 

合 計 4946 2889 58.4％ 9,677,369 4 16 10 30 

      ※商工業者数、会員数は聞き取りによる数     補助金額は補助対象職員の設置費を除く 
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（４）企業の大型倒産状況   

   令和３年は管内での大型倒産は発生していない。 

 

  【企業倒産の件数、負債額、業種別内訳】         令和 3年 12 月末現在（単位：百万円） 

 

    

日田地域・玖珠九重地域 大分県 

件数 負債額 業種別内訳 件数 負債額 

平成 28 年     5     437 縫製業１、ガソリンスタンド温泉施設経営

１、呉服販売１、採石業１、土木工事業１ 

   39   24,842 

平成 29 年     3   1,610 観光ホテル業１、太陽光発電設備施工販売

１、電気機械器具販売１ 

   34     8,556 

平成 30 年     4     487 酒類販売１、寝具販売１、観光ホテル経営

１ 

   41   19,102 

  令和元年     3   1,545 フリーズドライ食品製造１、スーパー経営

１、製材業１ 

   43    7,173 

令和２年     2  1,120 観光ホテル経営１、トナーカードリッジリ

サイクル１ 

  52    6,011 

令和３年     0   ―         ―   37   12,589 

 

                        （東京商工リサーチ資料、負債総額１千万円以上） 

 

（５）法に基づく採石指導  

  令和３年度末現在、管内の岩石採取計画認可件数は９件となっている。 

  令和３年度は岩石採取計画を１件認可行うとともに、各採石業者に対して災害防止の観点から

立入検査を実施し安全対策を講じた。 

 

（６）条例に基づく適用工場等の指定  

   本県の産業の振興を図るため、大分県産業振興条例に基づき、県内に新設又は増設された工場

等で一定の要件を満たすものを適用工場等として指定している。適用工場等を有する者は、県税

等の課税免除等の特別措置を受けることができることになっている。 

 

  【令和３年度 大分県産業振興条例に基づく適用工場等】 

市町名 指定工場名 業 種 備   考 

玖珠町 （株）グリーンプラ 製造業 機械及び装置 

 

（７）法に基づく電気工事業者の登録等 

   電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づく電気工事業者の登録や立入検査、電気工事士

法に基づく電気工事士免状の交付等を行っている。 

 

 【令和３年度 電気工事業法・電気工事士法関係手続の状況】 

区 分 事務の種類 件数  

 

 

 

 

 

区 分 検査 

事業者数 

             

 

 

登録電

気工事

業者 

 

 

新規登録 ２ 電気工事 

業法に基 

づく立入 

検査   

 

８ 
更新登録 １６ 

変更 １ 

再交付 ０ 

承継 ０       

 

 

廃止     １ 

登録行政庁変更     ０ 

み な し

登 録 電

気 工 事

業者 

開始     ２ 

変更     ７ 

再交付     ０ 

廃止     ３ 

－19－



農山村振興部の概要 

１　将来を担う新たな経営体の確保・育成

  [企業等の参入実績] 　　 (単位：社、件) 
年度 算入数
H19 2
H20 3
H21 3
H22 6
H23 5
H24 3
H25 3
H26 2
H27 2
H28 3
H29 3
H30 3
R元 3
R2 3
R3 3

［新規就農者数の実績及び目標］　　              　　　　　              　　　　　　　  （単位：人）
H30実績 R元実績 R2実績 R3実績 R4目標

31 27 42 25 31
10 10 10 21 10
 4  9  8  5  8
45 46 60 51 49

 [(農業次世代人材投資事業)受給者数]　                                          　　 （令和３年度）

＜検 証＞

日 田 市
九 重 町
玖 珠 町
管 内 計

経営開始型
　　　14（うち夫婦2組）
　　　12（うち夫婦3組）
　　　11（うち夫婦4組）
　　　37（うち夫婦9組）

準備型
5
5
4

　異業種企業の農業参入確保対策は、振興局内を横断する農業企業誘致西部地区プロジェクトチームを設置
し、多様な担い手である参入企業の新たな掘り起こし活動に積極的に取り組んでいく。また、既に参入した47社
をフォローアップ対象とし、補助事業を活用している企業等に対しては生産流通部と連携し重点的に指導活動を
実施し、経営の安定と更なる生産規模の拡大を促す。
　新規就農者の確保･育成については、「新規就農者育成総合対策」等各種制度の活用と｢豊の国農業人材育
成基金事業｣による就農ガイドセンターを中心にファーマーズスクール等の就農支援システムを構築し、関係機
関との連携を図りながら進めていく。

　農山村振興部は、新たに農業を始めようとする就農希望者に対する支援や農業分野への企業参入に関する
相談業務、しいたけ等の生産振興、大分方式乾燥材など高品質木材の生産振興を支援するとともに、担い手へ
の農地集積支援のほか、これらを支える補助事業等に取り組んでいる。
　　この他、持続的な森林経営の確立や地域材の安定供給を図るため、施業集約化のための団地化、路網整
備、高性能林業機械の活用による素材生産性の向上、木材生産の低コスト化を支援している。

内訳等

　県内企業４(もやし､　白ねぎ､ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ､椎茸)

　県内企業１(肥育牛)
　県内企業３(白ねぎ)

 県外企業１(肥育牛)

 県外企業２(ブロイラー､野菜)

 県外企業３(肥育牛、パセリ、葉菜類・ハーブ等)
 県外企業２(肥育牛、夏採りいちご)
 県外企業３(ゆず、野菜、肉用牛)
 県外企業２(肥育牛、ハーブ類)
 県外企業１(水稲、露地野菜)
 県外企業２(大葉、わさび、トマト)

　県内企業２(白ねぎ、エノキ)
　県内企業１(養豚)

　県内企業１(水稲)
 　

　

　県内企業１(白ねぎ)

 県外企業３(露地野菜)
 県外企業２(肉用牛肥育､椎茸)

地 区 名
日 田 市
九 重 町
玖 珠 町
管 内 計

14

 県外企業２(トマト)

　県内企業２(水稲作業受託、野菜類、加工品)

 県外企業１(種苗)　
 県外企業１(夏採りいちご)

・振興局内を横断する農業企業誘致西部地区プロジェクトチームを設置し、県新規就業･経営体支援課と連携をとり、案件ご
とに参入実現に向けた取組み支援を行った。その結果、目標の３企業を確保することができた。県内外の企業からの農業参
入促進を図ったことにより、農業構造の改革や就農機会の拡大に繋げることができた。

・各市町や地域で新規就農者を取り込む就農システム制度（ファーマーズスクール）が構築され、令和3年度玖珠町ＦＳ（白ネ
ギ）、九重町ＦＳ（トマト・梨・椎茸）及び日田市ＦＳ（エノキ・ぶどう）でスクール生の受け入れが行われた。令和４年度も引き続
き新規就農者の確保･育成に努める。

 県外企業１(キャベツ)

　県内企業２(白ねぎ)
　県内企業２(白ねぎ、わさび)
　県内企業２(水稲、パプリカ)

地 区 名

－20－



２　農業・農村の活性化

（１）人・農地プランの推進と農地中間管理事業

○令和３年度末の人・農地プラン実質化状況

○令和３年度　農地中間管理機構の利用状況(令和４年３月末時点：農地中間管理機構調べ)

＜検 証＞

（２）経営所得安定対策の推進

令和４年度経営所得安定対策事業（産地交付金メニュー変更案）

＜検 証＞

玖珠町
農業再生協議会

白ねぎ、夏秋トマト（ミニトマト）、
夏秋ピーマン（カラーピーマン）、
きゅうり

キュウリ、トマト、菊類、ホオズ
キ、にんにく、白ねぎ、しそ、高糖
度かんしょ（甘太くん）

キャベツ、にんにく、さといも、い
んげん、夏秋きゅうり、菊、カスミ
ソウ、葉牡丹、山路野菊

さといも、にんにく

　R4年度に向けて産地交付金の地域設定メニューの重点作物助成品目、推進作物助成品目について各市町農業再生協議
会で検討を行い、園芸産地づくり計画に沿った品目選定を行った。作付誘導など効果検証を行い、R5年度に向けたメニュー
構成を検討する。

・令和４年度は各市町ごとに集積方針を決定し推進するとともに、水土里情報システムを活用した農地情報の整理する。ま
た、地域のアンケート結果を反映させた目標地図の作成を支援し、企業参入の推進や担い手への集積に取り組む。

　米は販売価格が恒常的に下落している。このため、土地利用型農業者の経営安定に向け、経営所得安定対策
等の効果的な活用と、制度への加入促進を行った。
　また、水田畑地化の推進として、各市町農業再生協議会において産地交付金の助成体系を検討し、対象作物
の見直し、重点作物や推進作物の助成単価の見直しを行った。

再生協議会 重点作物 推進作物

日田市
農業再生協議会

チンゲンサイ、ハーブ類、ピーマ
ン、わさび、とうがらし

九重町
農業再生協議会

白ねぎ、夏秋トマト、ミニトマト、
夏秋ピーマン、とうがらし

玖 珠 町  3.0  1.6

管 内 計 29.3 15.2

・人・農地プランの実質化を図るため、重点地域に推進を行った。 園芸産地づくり計画や基盤整備事業等の施策と連動させ
た一体的な取組が重要となる。

地 区 名 面積(ha) うち新規(ha)

日 田 市 24.1 11.4

九 重 町  2.2  2.2

日 田 市 124 2

九 重 町  87 - 旧町村単位で作成

　今後5～10年後に地域や集落の中心となる経営体の選定と、将来の農地利用や地域農業のあり方をまとめた
「人・農地プラン」の実質化に向けた取組支援を行った。
　令和3年度は、「人・農地プラン」実質化に向けたアンケート調査、地図の作成、地域での話し合いを行い、西部
管内では218集落で実質化を完了することができた。令和４年度は引き続き人・農地プランの作成および実質化
を支援するとともに、地域の中心経営体となる集落営農組織や新規就農者への農地集積の進捗を支援する。

市町村 実質化した集落数 集落戦略の集落数 備考

玖 珠 町  5 -

管 内 計 216 2
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（３）中山間地域等直接支払制度の推進

令和３年度中山間地域等直接支払の状況(令和４年度３月現在)

＜検 証＞

【参考資料】

（１）農業委員会、農地集積関係補助事業
市町名 事業主体 事業費 国費 県費 市町費 その他 摘要

日田市
日田市
農業委員会

56,380 4,031 - 52,349

九重町
九重町
農業委員会

17,533 2,582 - 14,951

玖珠町
玖珠町
農業委員会

28,427 2,879 - 25,548

日田市 日田市 58 58 - - -

九重町 九重町 115 115 - - -

玖珠町 玖珠町 108 108 - - -

日田市
日田市
農業委員会

2,220 1,625 - 595 -

九重町
九重町
農業委員会

144 144 - - -

玖珠町
玖珠町
農業委員会

- - - - -

日田市
日田市
農業委員会

2,233 2,233 - - -

九重町
九重町
農業委員会

1,668 1,668 - - -

玖珠町
玖珠町
農業委員会

798 798 - - -

 ※ 千円未満切捨 このため事業費と負担区分の計が一致しないものがある

最適化推進委
員への報酬費

農地集積･集約化対策事
業(機構集積協力金交付
事業)

地域集積協力
金交付事業、
経営転換協力
金交付事業、
機構集積協力
金推進事業

農地集積・集約化対策事
業(機構集積支援事業)

農地利用状況
調査

農地利用最適化交付金

園芸産地農地確保推進交
付金

玖珠町 玖珠町 3,438 - 3,438 - -
ねぎ100億円
プロジェクト農
地確保交付金

管 内 計 243 3,944 2,102ha

・新たな集落協定が締結され協定面積は前年より増加しているが、高齢により農業生産活動が継続できなくなった集落もみ
られる。

(単位：千円)

事業名

農業委員会交付金
委員手当、職
員設置費

日 田 市 108 2,098 816ha

九 重 町 55 657 567ha

玖 珠 町 80 1,189 719ha

　農山村地域では過疎化・高齢化の進行により集落機能が低下していることから、住民の積極的な話し合いによ
り集落協定を締結し、耕作地の傾斜が著しい地域の耕作放棄防止と農山村活動維持のため、平成12年度から
中山間地域等直接支払制度に取り組んでいる。
   令和2年度から第5期対策がスタートし、協定参加者の減少や高齢化、担い手不足といった中山間地域等が抱
える課題に対応し、農業生産活動の継続に向けたより前向きな取組への支援を強化するため、「集落機能強化
加算」、「生産性向上加算」が追加された。
   管内は中山間地域が多く、高齢化による農地の維持管理への不安が大きいことから制度を効果的に活用する
ため、令和2年度から農作業の省力化に関する技術の導入、集落機能強化等を実施している。

地 区 名 協定締結数 協定参加者 協定面積(ha)
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（２）一般補助事業　①一般農業

市町名 事業主体 事業費 国費 県費 市町費 その他 摘要

日田市 日田市 110,497 55,248 27,248 28,000

九重町 九重町 69,587 34,731 17,327 17,527

玖珠町 玖珠町 129,595 64,797 32,219 32,578

日田市 日田市 1,103 551 275 275

九重町 九重町 5,160 2,580 1,290 1,290

玖珠町 玖珠町 196 98 49 49

日田市
日田市農業再
生協議会

10,454 10,454 - - -

九重町
九重町農業再
生協議会

6,707 6,707 - - -

玖珠町
玖珠町農業再
生協議会

8,721 8,721 - - -

日田市 日田市 - - - - -

九重町 九重町 217 - 72 74 71

玖珠町 玖珠町 500 - 166 167 166

日田市
4組織、3経
営体

96,714 18,996 11,295 14,032 52,391

九重町 3経営体 21,367 - 7,121 5,951 8,295

玖珠町 2組織 143,708 50,970 22,252 22,253 48,233

九重町 3経営体 4,201 - 1,770 880 1,551

玖珠町 3経営体 8,977 - 3,358 2,666 2,953

日田市 1経営体 204 - 48 24 132
ウイルスフ
リー苗導入

日田市
3組織、1経
営体

1,183 - 869 150 163

九重町 2組織 520 - 520 - -

玖珠町
1組織、1経
営体

2,283 - 1,216 534 533

日田市 26経営体 44,474 - 5,167 - -

九重町 3経営体 6,647 - 841 - -

玖珠町 7経営体 13,391 - 1,923 - -

 ※ 千円未満切捨 このため事業費と負担区分の計が一致しないものがある

次代へ繋ぐ園芸産地整備
事業

梨、ピーマン、
トマト等の生
産施設整備等
への支援

ねぎ産出額100億円プロ
ジェクト推進事業

白ねぎ機械導
入等
※一部R4に繰
越

「ベリーツ」ブランド確立生
産対策事業

大規模園芸産地形成促進
事業

省力化技術実
証等

70,000 - 70,000 - -
なつほのか実
証ほ委託料

強い農業担い手づくり総合
支援交付金事業

玖珠町 玖珠町 11,661 5,696 - - 5,965
乾燥調整施設
機械整備
※R4に繰越

(単位：千円)

事業名

中山間地域等直接支払交
付金

協定集落等へ
の交付

環境保全型農業直接支払
い交付金事業

取り組み団体
等への交付

経営所得安定対策等推進
事業費補助金

地域農業再生
協議会の運営
費

農林漁業者経営継続緊急
支援事業

経営継続補助
金の県上乗せ

集落営農構造改革対策事
業（地域農業経営サポート
機構育成事業）費補助金

地域農業のサ
ポート（中山間
直接支払の事
務代行、保全
管理等）

もうかる水田作物産地力
強化対策事業（特A米継続
獲得対策）

玖珠町
大分県農業
協同組合

693 ‐ 300 ‐ 393
特A米分析調
査等

水稲新品種導入対策事業
実証ほ設置委託料

日田市
委託者
農事組合法
人小野谷
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（２）一般補助事業　②畜産関係

市町名 事業主体 事業費 国費 県費 市町費 その他 摘要

日田市 日田市 4,305 - 2,152 2,152 -

九重町 九重町 4,158 - 2,079 2,079 -

玖珠町 玖珠町 7,245 - 3,622 3,622 -

日田市 日田市 1,449 - 966 483 -

九重町 九重町 900 - 600 300 -

玖珠町 玖珠町 896 - 597 298 -

玖珠町
玖珠町
(3経営体)

26,970 - 4,086 2,043 20,841
牛舎等新設・
改造、省力化
機器導入

日田市
日田市
(1経営体)

24,751 - 6,633 6,633 11,485

牛舎等新設・
改造、省力化
機器の一体的
導入、繁殖雌
牛の導入

九重町
九重町
(1経営体)

2,049 - 621 311 1,117

玖珠町
玖珠町
(3経営体)

4,081 - 1,322 662 2,097

日田市
日田市
(2経営体)

3,586 - 1,085 543 1,958
暑熱対策に資
する機器導入

日田市
日田市
(1経営体)

6,930 - 2,100 1,050 3,780

九重町
九重町
(3経営体)

5,317 - 1,694 848 2,775

日田市 日田市 10,902 - 5,451 5,451 -

玖珠町 玖珠町 483 - 241 241 -

 ※ 千円未満切捨 このため事業費と負担区分の計が一致しないものがある

（３）農地利用集積状況の推移（令和4年3月末時点）

元年度 ２年度 ３年度 元年度 ２年度 ３年度 元年度 ２年度 ３年度

日田市 773 985 1,396 1,778 1,874 1,930 2.30 1.90 1.38

九重町 199 194 230 838 803 1,023 4.21 4.13 4.44

玖珠町 218 227 251 546 593 618 2.50 2.61 2.46

管内計 1,190 1,406 1,877 3,162 3,270 3,571 2.66 2.33 1.90

（「担い手への農地利用集積面積等の状況」調査から）

（４）令和３年度制度資金の主な利用状況
件数

日田市 12

玖珠町 5

九重町 2

日田市 1

20

日田市 6

玖珠町 7

九重町 10

23

日田市 1

九重町 2

3

※金額は融資額

農業経営基盤強化資金
（スーパーL）

日本政策金融公庫

471,900

104,150

235,900

計 811,950

青年等就農資金
日本政策金融公庫

14,900

8,900

計 23,800

※ 担い手農業者＝①認定農業者＋②基本構想水準到達農業者＋③今後育成すべき農業者＋④特定農業法人+⑤特定農業団体+中心的経営体(元年度
より追加)

(単位：件、千円)

資金名 融資機関名 金額(千円)※

農業近代化資金

大分県農業協同組合
(西部事業部)

57,850

81,550

15,600

大分県信連 3,780

計 158,780

酪農支援対策施設整備事業
（暑熱対策分）

酪農支援対策施設整備事業
（省力化対策及びカウコン
フォート対策分）

省力化・カウコ
ンフォート向上
に資する機器
導入

後継牛緊急確保特別対策事
業

乳用牛増頭を
実施した生産
者への交付

市町名
担い手農業者※(人) 利用集積面積（ha） 一人当たり集積面積（ha）

事業名

おおいた和牛生産向上対策
事業(繁殖雌牛安定生産対策
事業分)

肉用牛増頭を
実施した生産
者への交付

おおいた和牛生産向上対策
事業(子牛市場活性化対策分)

県の指定する
種雄牛を人工
授精した生産
者への交付

畜産生産振興対策事業(大規
模経営体育成対策)

畜産生産振興対策事業(肉用
牛担い手確保総合対策事業
（１）施設整備支援対策Ⅱ独
立就農型）

畜産生産振興対策事業(肥
育・繁殖牛生産性向上対策事
業)

暑熱対策およ
び生産性向上
に資する機器
導入

(単位：千円)
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３　林業の振興
　

森林の概況 （単位：ha、％)  

※四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある。

民有林資源表 （単位：ha、千 、千束）

林産物の供給状況                                                 

　西部振興局管内は、筑後川の上流域に位置し、総面積122,400haの内、森林面積は96,406ha（森林率

79%）に及ぶ豊富な森林資源を有する。

　このうち民有林面積は88,162ha（民有林率91％)で、蓄積は34,227千 である。民有林人工林率は

68％と県平均の51％を大きく上回っており、全国有数のスギ林業地帯を形成しており木材供給基地とし

て、地域経済の振興に大きな役割を果たしている。

　管内の森林所有者総数は27,749人であり、そのうち１ha未満の小規模な森林所有者は17,135人と全体

の62%を占める。

　素材生産の主要な担い手となる認定林業事業体（県認定）の管内の状況は、令和3年3月31日時点で30

社が認定されており、機械化の推進等を図っている。また、素材の集散及び流通の核となる原木市場

は、9市場が常設され、令和2年次には687千 が取り引きされており、県内の原木市場取扱量の約6割を

占めている。

　加工部門では製材業81社、そのうち年間約10万 以上の原木を消費する規模の工場は1社、5万 以上

を消費する規模の工場が3社となっている。また、日田家具工業会所属工場7社、日田建具組合所属工場

3社、大分日田げた組合所属工場5社が操業しており、木材生産から加工流通までの各分野にわたる中小

企業が集積し、日田市を中心に一大木材加工地帯を形成している。

市町村 総土地面積
うち森林面積 森林率

（％）総数 国有林 民有林

玖珠町 28,660 20,042 1,582 18,460 70

九重町 27,137 21,324 4,378 16,946 79

日田市 66,603 55,039 2,283 52,757 83

対全県比（％） 19.3 21.5 17.8 21.9

県計 634,070 448,122 46,315 401,808 71

管内計 122,400 96,406 8,243 88,162 79

管
内

面　積 88,162 44,010 12,125 506 1,729

(令和２年度 大分県林業統計)

区分 総数
人工林

天然林 竹林 無立木地等

スギ ヒノキ マツ

152 83 30,938 2,634 1,157 －

1,246 59,616 20,564 1,296 6,686

蓄　積 33,572 26,868 3,635 200

クヌギ・ナラ その他 計

－

※四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある。 (平成29年度樹立 大分西部地域森林計画)

1,222 784 180 87,246 22,083 10,579

7,601 2,543 206,520 157,476 14,097 23,655県
計

面　積 401,748 134,675 58,123 3,578

蓄　積 109,329 67,359 17,701

素材生産量 県計 1,397,000 ※大分県の農林水産業（農林水産企画課）

原木市場取扱量

日田地域 712,985 7市場

玖珠・九重地域 34,795

区　　　　　　分 数量（ /年） 摘　　　要

2市場

管内計 747,780 9市場 （対全県比62%）

県計 1,207,334 ※R3年次県内原木市場調査（林産振興室）
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林産物の消費状況                                                 

（１）森林整備の推進と木材の低コスト安定供給

①　木材生産のための森林整備

○　公共造林事業による森林整備の実績 (単位：ha)

※その他は、伐竹・更新伐・樹下植栽・萌芽整理・特殊地拵えの合計とする。

区　　　　　　分 数量（千 /年） 摘　　　要

製材用素材の入荷量

国産材 737 105工場（国産材のみ）

外材 8  19工場（国産材＋外材）

県計 392 ※令和元年木材需給報告書（農林水産省）

＜検証＞
・コロナウイルスと豪雨災害の影響により、令和２年度の素材生産量は目標の151万 （実績140万 ）
を下回った。
・令和３年次はウッドショックの影響により、管内の原木市場取扱量は増加しており、製品出荷量も増
加した。
・各事業の予算を効率的に活用し、森林整備、集約化、路網整備、機械化等を推進して、木材の安定供
給体制を構築するとともに、施設整備や連携販売の支援等により流通、加工体制の強化を図る。

                                                                                           

県計 745 ※令和元年木材需給報告書（農林水産省）

製材品出荷量

建築用材 345

建築用材以外 47

切捨間伐 搬出間伐 計

日田市

R 元 110 4 739 134

 「公共造林事業」及び「合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金」等を活用し、安
定的な木材生産機能と森林の持つ多面的機能の持続的な発揮ができる森林づくりを推進している。
　また、平成18年度から導入された森林環境税により、森林に関する県民の意識の醸成と多面的機能を
維持・発揮できる多様な森林づくりを進めている。

　県の農林水産業振興計画（おおいた農林水産業活力創出プラン2015）に掲げた令和6年度の素材生産
量目標160万 の達成に向け、持続的な林業経営に資する合理的な森林施業の推進を図っている。
　特に、安定的な木材供給体制の取り組みを推進するため、施業の集約化、路網の整備、高性能林業機
械の導入による低コスト木材生産に努めている。

市町名 年度 再造林
拡大
造林

下刈
間伐

枝打ち その他

136 270 50 12

258 23 4

123 257 57 12

R 2 196 2 544 134

37 48 1 22

R 2 63 1 194 19九重町

R 元 18 1 221 11

R 3 166 2 875 132 126

26 38 3 15

玖珠町

R 元 27 2 91

99 118 2 9

R 3 29 1 264 12

47 9 6

R 3 30 0 110 41 19

R 2 13 0 65 37 10

18 29 47 0 5

189 352 58 39

R 2 272 3 803 190

60 7 5

計

R 元 155 7 1,051 163

171 356 34 24

＜検証＞
・コロナ禍のなか、R2年度に原木市場出材量調整のため森林組合系統が間伐を推進したことにより
　主伐量が減少。これに伴いR3年度の再造林面積は減少した。
・下刈は、コロナ対策で令和2年度に開始された造林保育施業緊急支援事業予算が減少し、公共造林
　事業での執行となり実施量が増加した。
・間伐は、ウッドショックにより主伐施業が先行したため減少した。
・令和4年度も公共造林事業等を活用し、積極的な森林整備の推進に取り組む。

245 435 61 27

R 3 225 3 1,249 185
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○　路網整備の実績       (単位：ｍ)

市町名 年度
森林作業道開設

基金・交付金 公共 計

4,607 7,917

R 3 1,640 0 1,640

63,825 42,525 106,350

九重町

R 元 8,315 3,285 11,600

R 2 3,310

日田市

R 元 52,380 39,675 92,055

R 2 62,750 42,562 105,312

R 3

47,169 113,229

R 3 65,465 43,666 109,131

0 1,141 1,141

計

R 元 60,695 43,105 103,800

R 2 66,060

玖珠町

R 元 0 145 145

R 2 0 0 0

R 3

＜検証＞
・森林作業道は森林整備を目的としており、間伐等面積は減少したが森林整備を先行した開設も進み、
　開設延長は昨年度と同程度となった。
・令和4年度も基金・交付金を活用し、森林作業道の開設を推進する。
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○　森林経営計画の策定（施業の集約化）

※県・大臣認定の計画対象森林面積は西部局管内面積（括弧内は大分県内総面積）。

 日田市森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 16,542.75 林班（属地）：日田 

 日田市森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 237.28 林班（属地）：豊後屋

　平成23年度の森林法改正に伴い、平成24年度から森林計画制度が森林施業計画から森林経営計画に変
更になった。森林経営計画では、森林組合等の事業体が森林所有者と長期施業委託等を結ぶことや、路
網計画を含めた施業の集約化等が認定要件となっている。これまでの西部局管内の事業体の認定状況を
以下に示す。

R4.3月末時点
認定請求者 計画認定者 計画期間 対象森林面積(ha) 計画区分

 日田郡森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 3,298.65 林班（属地）：中津江

 日田郡森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 4,139.48 林班（属地）：上津江

 日田市森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 727.41 林班（属地）：和田佳子

 日田郡森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 3,871.32 林班（属地）：前津江

 玖珠郡森林組合ほか 九重町長 H29.12.1～R4.11.30 7,927.59 林班（属地）：九重

 玖珠郡森林組合ほか 九重町長 H29.12.1～R4.11.30 53.91 林班（属地）：飯田杖立ヶ台

 日田郡森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 2,084.42 林班（属地）：大山

 日田郡森林組合ほか 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 4,387.18 林班（属地）：天瀬

久大林産(株) 玖珠町長 H29.12.1～R4.11.30 21.08 林班（属地）：森平家山

久大林産(株) 九重町長 H30.4.1～R5.3.31 4.53 林班（属地）：野上平家山

 玖珠郡森林組合ほか 玖珠町長 H29.12.1～R4.11.30 9,015.00 林班（属地）：玖珠

(株)トライ・ウッド 日田市長 H29.12.1～R4.11.30 3,159.96 属人

中国木材(株) 日田市長 H30.4.1～R5.3.31 330.27 林班（属地）：中国木材②

(株)南栄 玖珠町長 R2.4.1～R7.3.31 165.32 区域（属地）：玖珠12

久大林産(株) 九重町長 R2.4.1～R7.3.31 7.89 林班（属地）：松木平家山

九州林産(株) 九重町長 H30.3.16～R5.3.15 94.80 区域（属地）

九州林産(株) 大分県知事 H30.3.16～R5.3.15
1,214.86

林班（属地）

(株)南栄 玖珠町長 R2.4.1～R7.3.31 74.13 区域（属地）：玖珠2

九州林産(株) 日田市長 H30.3.16～R5.3.15 256.06 林班（属地）

(公財)森林ネットおおいた 大分県知事 H29.12.26～R4.12.25
740.69

属人
(14,221.31)

日田市 大分県知事 H30.8.1～R5.7.31
1,554.93

属人
(1,576.54)

(2,575.06)

マルマタ林業(株) 大分県知事 H29.12.26～R4.12.25
528.37

属人
(895.81)

田島山業(株) 農林水産大臣 H30.5.24～R5.5.23
1,102.24

属人
(1,207.41)

(株)大村林業 大分県知事 R4.1.11～R9.1.10
117.78

属人
(274.39)

(株)ジオグリーン 大分県知事 R3.12.1～R8.11.30
4.70

属人
(147.93)

管内認定面積 61,879ha 管内認定率 70.2%

＜検証＞
・管内の森林経営計画認定率は県平均（46.2％）よりも高く、集約化が推進されている。
・今後とも、本計画を有効に活用することで、計画的かつ効率的な素材生産の基盤づくりに努める。

ニッセイ緑の財団 農林水産大臣 H30.7.1～R5.6.30
3.30

属人
(10.05)

伊万里木材市場(株) 農林水産大臣 R4.1.27～R9.1.26
213.21

属人
(589.45)
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○　高性能林業機械の導入

高性能林業機械の保有状況（R3.3.31)

②　環境林としての森林の整備

○保安林の適正な配備  令和4年3月31日現在   (単位：ha)

※（　）内は他と重複している面積で外書き

※ 四捨五入の関係により合計が一致しない場合がある。

○　保安林整備の推進

　保安林整備事業は治山事業の一環として、気象災害や森林の過密化等により、水土保全機能が低下

した保安林について、植栽工・本数調整伐・下刈等の実施により森林の整備を行うことにより、保安

林機能を維持強化するための事業であり、台風被害や雪害被災地及び治山事業（植栽工）施工地を中

心に事業を実施している。

○　保安林整備事業（保育・改良）

　令和３年度は、事業の実施なし。

26,090 2 13,033

1 9,400

　森林は、林産物の供給のほか、水源のかん養、国土の保全、地球温暖化の防止、生物多様性の保全

合計

438

(709)

5,714

導入施設

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

数量
(台)

補助金
(千円)

数量
(台)

補助金
(千円)

数量
(台)

補助金
(千円)

数量
(台)

補助金
(千円)

ﾌﾟﾛｾｯｻ 1 8,000

2 20,533

ﾊ-ﾍﾞｽﾀ 1

ｽｲﾝｸﾞﾔ-ﾀﾞ

8,772

ﾌｫﾜ-ﾀﾞ 1 7,650 2 13,033 1 8,550 1 11,133

ﾛﾝｸﾞﾘ-ﾁｸﾞﾗｯﾌﾟﾙｿ- 2 33,250

ﾊ-ﾍﾞｽﾀ ﾌｫﾜ-ﾀﾞ ﾀﾜｰﾔ-ﾀﾞ
ｽｲﾝｸﾞﾔ-

ﾀﾞ
その他

県計 2 1 68 99 135 2 41 90
管内 0 1 16 52 53

4 50,572

1 10,440

計 3

　素材生産量の増大や生産性の向上を図るため、意欲ある事業体が実施する高性能林業機械の導入に対
して支援している。

(67)

18,021 3,019 92 176 62 21,368
日 田 市

0 0 0 0 (67)

などの公益的機能を有しており、安全で安心な生活を維持する上で重要な役割を果たしている。

　特に、公益的機能が高い森林は保安林として指定して計画的に整備するとともに、水土保全地域の

森林整備や治山施設の整備、充実を図る。

市 町 名 水源かん養 土砂流出 土砂崩壊 干害防備 保 健 ほか 計

1 13 28 164

機械種名 ｽｷｯﾀﾞ
ﾌｪﾗｰﾊﾞﾝ

ﾁｬ
ﾌﾟﾛｾｯｻ

352 6,407
玖 珠 町

0 0 0 (17) (692)

0

6,599 439 10 0 7 7,054
九 重 町

0 0 0 0 0

14 68258

＜検証＞

・令和元年度までは、保育事業等を実施してきたが、令和２､３年度については、現地調査を実施した

　が採択要件にあう現地がなかったため実施していない。

(776)

30,334 3,715 116 244 420 34,829
計

0 0 0 (17) (759)

＜検証＞
・施業の集約化や路網整備の推進に加え、高性能林業機械の導入により木材生産力は着実に強化され、
管内認定林業事業体における主伐の素材生産性は10.5 /人日（R2)まで向上した。

・今後に向け、事業地の掘り起しに努め、保安林の適正な維持・管理に努める。
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③　森林環境税を活用した森林の整備

○　新たな森林づくり事業

令和３年度事業実績 （単位：千円）

№

1

2

令和４年度事業計画 （単位：千円）

№

1

令和３年度事業実績 （単位：円）

（河川沿いの森林整備） 日田市森林組合 0.95ha

（急傾斜地の森林整備） 日田市森林組合 3.33ha

日田市森林組合 61.57ha

○　森林整備関係事業

事業名 実施主体 事業量

44計　１　件

　森林の有する多面的かつ公益的な機能の重要性にかんがみ、県民の理解と協力の下に森林の環境を

保全する取り組みを支援するとともに森林を県民で守り育てる意識を醸成する。

事業区分 事業主体名 活動場所 事業費 補助金

4

116

50

66

計　２　件 235

新たな森林づくり推
進体制整備事業

大分県西部流域林業活性化セン
ター

日田市 4

森林づくり
提案事業

200海里の森づくり実行委員会 日田市中津江村 150

NPO初島森林植物園ネットワーク 日田市大山町 85

補助金

災害に強い森林づくり推進事業

584

事業区分 事業主体名 活動場所 事業費

200海里の森林づくり実行委員会 日田市中津江村 1,234

合　　　計

合　　　計

計　１　件

239

森林づくり
提案事業

500

補助金

120

49,145,500

6,190,050

2,338,300

玖珠郡森林組合 22.44ha

再造林促進事業 マルマタ林業(株) 0.30ha

トライ・ウッド 10.44ha

九州林産(株) 1.54ha

209,000

12,437,150

652,300

7,217,200

31,618,500

3,515,950

19,678,000

4,922,000

1,318

計 192.79ha

日田郡森林組合 72.16ha

日田市 4.48ha

（公共造林の再造林への上乗せ） (株)伊万里木材市場 5.02ha

九大林産(株) 10.56ha

＜検証＞
・Ｒ3年度の森林環境税を活用した「森林づくり提案事業」では2件の応募全てを採択し、県民に対し
　森林づくりに対して広く関心を持ってもらう活動を行った。
・災害に強い森林づくり推進事業は、河川沿いの森林整備１件、急傾斜地２件について広葉樹林化へ
　誘導した。
・再造林促進事業では、森林組合を中心に伐採後の確実な再造林が行われた。

137,923,950

1,234 500

新たな森林づくり推
進体制整備事業

大分県西部流域林業活性化セン
ター

日田市 84 84

計　１　件 84 84
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（２）担い手の育成・確保

○森林組合の概要

※大分県の森林組合概況（大分県林務管理課）

○林業事業体の認定状況（認定林業事業体) （単位：事業体数）

(R4.3.31現在）

○中核林業経営体の推移

(R4.3.31見込み）

○新規就業者 （単位：人）

(R4.3.31現在）31

0 8
8 1

日田市 九重町 玖珠町 計

20 3

名称
組合員数 職員数 雇用労働者数

主な事業の概要
林産事業

日田郡森林組合 4,594 40 19
日田市森林組合 4,212 23 24 49,841

(人) (人) (人) ( ） (ha)

　過疎化の進行や危険な作業環境により林業後継者は年々減少し、林業の担い手は依然として高齢化が
進んでいる。このような状況の中、森林整備を進めるためには、地域の中核となる事業体の育成と新た
な担い手の確保・育成が必要である。
　このため、中核的な経営体の育成に向け、認定林業事業体の認定に加え登録林業経営体や育成林業経
営体の選定、高性能林業機械や下刈り機械の導入を推進している。さらに、担い手の確保・育成のた
め、日田林工生徒を対象にした林業体験なども行っている。また、林業労働安全防止のため、大分県西
部地域林材業労働安全対策連絡協議会の活動に加え作業者同士の接近を知らせる無線機の開発を行って
いる。
　加えて、管内には生産森林組合が県下の約54%にあたる45組合設立されており、経営環境は厳しい状
況ではあるが、素材生産等の森林整備に努めている。

0 9

日田市 九重町 玖珠町 計

75,872 640

＜検証＞
・令和3年度は、31名の新規林業就業者を確保することが出来た。安定した素材生産を支えるためには
若い林業従事者が必要であり、特に主伐増加に伴う造林作業者の不足が懸念されている。
・このため、令和4年度においては、日田林工と連携したキャリア教育の推進、スマ－ト林業による省
力化の推進等に取組む。

森林整備

計 12,374 83 66 150,571 1,591
玖珠郡森林組合 3,568 20 23 24,858 379

572

備考

1

2

24 2 4 30
24 2 4 30

日田市 九重町 玖珠町 計

24 2 4 30

25 4
15

5 28
5 34

3 28

12 4

R元年度
R２年度
R３年度

R元年度
R２年度
R３年度

H30年度

R元年度
R２年度
R３年度

7
7 1 0 8
5 1 0 6

H30年度 21 1 2 24

H30年度 23
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○林業研究グループの状況 （R4.3.31現在）

○生産森林組合の状況 （R4.3.31現在）

九 重 町 12 407

計 46 3,724 4,416

玖 珠 町 3 810 74

所在市町村 生産森林組合数

グ ル ー プ 名 設立年 会員数 所在地 会長名

＜検証＞
・林研グループの構成員の高齢化が進み、会員数は減少傾向にある。
・木材価格の大幅な上昇が見込めない中、生産森林組合の経営意欲は減退しており、組合数は減少傾
　向にある。
・今後とも地域林業の担い手である林研グループの活動を積極的に支援するとともに、生産森林組合
　においては林業経営が可能となるよう森林組合等への経営委託を含めた経営改善策の構築を図る。

33

  日田市 林業研究グループ H18年 18  日田市田島 佐藤　学

  九　重 林業研究グループ H14年 6  玖珠町大字大隈 坂本　英昭

  玖珠町 林業研究グループ H30年 9  玖珠町大字大隈 宿利　忠明

計（3）

1,564

組合員数 経営面積（ha）

日 田 市 31 2,507 2,778
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（３）効率的な木材流通・加工体制の整備と木材需要の拡大

①　効率的な加工体制の整備

○加工・流通体制の整備状況

○大分方式認証工場によ乾燥材生産量

99,622 104,310 108,772

数量
(台)

補助金
(千円)

40,217

24,339

103,644 117,294

製材施設 1 75,314 2 71,096

　効率的な木材流通・加工体制を整備するため、原木市場や製材所に対して選木機や製材施設の導入に
対して支援を行い、生産規模の拡大と品質向上に向けた加工体制の整備を図っている。
　特に、住宅部材として、表面割れや内部割れの少ない大分方式乾燥材をはじめとする高品質な乾燥材
の生産拡大のため製材加工施設や乾燥施設の整備を推進している。

　平成21年度に国が打ち出した緊急経済対策費を基に造成した森林整備加速化林業再生基金により、平
成26年度までの６カ年間において、森林整備の加速化とあわせて木材の流通促進と製材所における効率
的な加工体制の整備を推進してきた。平成27年度以降は、次世代林業基盤づくり交付金事業等を活用
し、引き続き原木の流通対策や加工体制の整備、需要の拡大を図っている。

5 62,359

モルダ－ 1 1 14,920

数量
(台)

補助金
(千円)

数量
(台)

補助金
(千円)

蒸気式高温乾燥機 3 34,765 2 22,190 3

導入施設

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

数量
(台)

補助金
(千円)

45,898木屑炊きボイラー 1

3 101,586 3 123,712

38,180

ログローダ 1 13,250

81,331

13 260,280

選木機 1 40,080 1

2 7,859

計 8 167,700 4 93,286 14 309,112

その他 3 33,282 6

＜検証＞
・令和3年度は、原木市場の拡張や製材所の木材乾燥機の導入に加え、ウッドショックの影響もあり管
　内の原木流通量の拡大とともに、乾燥材等の高品質な製材品の生産量も増加した。
・令和4年度も、製材品の生産流通体制の確保のための施設整備のほか、製材所の連携支援により、
　加工・流通体制の整備並びに流通量の拡大を図る。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度

県計

管内
乾燥材
生産量

67,146 75,018 81,000 90,093

令和2年度H25年度

170,000

令和3年度

- 123,000 127,000 137,000 147,000 151,000 154,000 150,000
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②　木質バイオマス発電の活用

○木質バイオマス発電所の状況

③　木材需要の拡大

 日田市天瀬町五馬市

 （株）グリーン発電大分天瀬発電所

＜検証＞
・木質バイオマスの発電利用や熱源利用が促進され、原木価格の下支えと木質バイオマスの有効活用
　が促進されている。
・令和4年度も引き続き、発電用の未利用木材の調達の確保と木質バイオマスの有効活用を促進し、
　地域林業の活性化を図る。

 発 電 規 模  5000KW　（送電ベース）、約1万世帯分

 木質バイオマスチップ使用量 R2 75,218ｔ R3 72,793ｔ

 場　　　 所

　木造需要の拡大を図るため、平成22年10月に施行された「公共建築物等における木材の利用の促進に
関する法律」に基づき、大分県および管内市町村において木材利用方針が策定され、公共建築物での木
材利用の推進が図られている。
　また、平成27年度からは、建築物の木造化を推進するために、建築士を対象とした木造建築セミナー
を開催し、木造建築物を設計できる人材の育成に取り組んでいる。
　令和4年度は、公共建築物への木材利用啓発及び合板への利用を促進するとともに、米国などの海外
へ販路開拓を行い、木材需要の拡大を図る。

　再生可能エネルギーの買取制度を活用し、伐採時に発生する未利用材などを燃料とする木質バイオマ
ス発電所が、総工費約21億円をかけ、日田市天瀬町に建設され、平成25年11月に運用が開始された。
　この発電所の稼働により、管内の低質材が一定の価格で取引されるようになり、原木価格の下支えが
確立され、原木価格の安定化が図られている。
　また、これまで活用方法の少なかった原木流通の段階で発生するバーク（樹皮）についても、木材乾
燥用のボイラーの燃料とし乾燥コストの低減を図るなど、木質バイオマス活用への取り組みも行われて
いる。

 名　　　 称
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（４）しいたけの生産振興

①　乾しいたけ生産の維持

○乾しいたけ生産量 （単位：ｔ）

   （注１）：四捨五入により計が一致しない場合がある。

②　生しいたけ生産の拡大

○原木生しいたけ生産量 （単位：ｔ）

   （注１）：四捨五入により計が一致しない場合がある。

○菌床生しいたけ生産量 （単位：ｔ）

   （注１）：四捨五入により計が一致しない場合がある。

　乾しいたけ生産量を維持・拡大していくため、原木移動の軽労化や新規参入者の確保・育成により植
菌量を確保するとともに、うまみだけブランドの展開により乾しいたけの消費拡大対策を推進する。

 しいたけ生産量の維持・拡大のために、施設整備や研修制度の活用による新規参入者の確保・育成の
取組や、機械化や作業の平地化といった作業省力化の取組を行っているほか、消費拡大活動に取り組ん
でいる。

日 田 市 99 91 96 －

九 重 町 63 63 59 －

地 区 名 令和元年次実績 令和2年次実績 令和3年次見込 令和4年次計画

地 区 名 令和元年次実績 令和2年次実績 令和3年次見込 令和4年次計画

日 田 市 30 29 19 －

県　　計 948 916 894 1,270

　単収増加に向けた技術指導とハウス等施設整備を推進し、生しいたけの生産量確保に努める。

玖 珠 町 58 57 57 －

管 内 計 220 211 211 310

管 内 計 164 159 147 105

県　　計 350 357 362 240

九 重 町 107 98 98 －

玖 珠 町 27 33 31 －

九 重 町 175 211 180 －

玖 珠 町 190 176 231 －

地 区 名 令和元年次実績 令和2年次実績 令和3年次見込 令和4年次計画

日 田 市 70 52 60 －

＜検証＞
・管内のＲ３年の乾しいたけ生産量は、生産者の高齢化により昨年から減少したが、県内の平均単価は
4,046円/kgで昨年から179円上昇した。
・管内のＲ３年の原木生しいたけの生産量は、生産者の高齢化により昨年から減少したが、目標値
(110t)を上回った。
・管内のＲ３年の菌床生しいたけの生産量は、中核的生産者の規模拡大により昨年から増加した。
・今後も新たな担い手の確保対策、施設整備の支援、原木伏込量の増加対策や単収増加に向けた技術指
導、販売促進活動、食育活動等により、生産量の確保並びに需要の拡大を図る。

管 内 計 435 439 471 465

県　　計 1,444 1,418 1,435 1,430
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（５）環境緑化の推進

（６）鳥獣保護及び狩猟

○狩猟免状及び狩猟者登録証交付状況     　                　　　　

　管内では鳥獣保護区16箇所（6,143ha）、特例休猟区３箇所（4,470ha）、特定猟具（銃）使用禁止

区２箇所（1,585ha）を設定し、希少な野生鳥獣の保護・増殖を図っている。 また、近年有害鳥獣の

捕獲の担い手である狩猟者が減少する中、担い手の確保のため、狩猟免許の取得の促進、わな猟初心

者技術講習会の開催等による技術の継承を図っている。

年　度 地域名
狩猟登録 狩猟免許

網猟・わな猟 第一種

　第５次大分県緑化計画（Ｈ25～Ｒ4）に基づき、緑豊かな住みよい地域作りを推進するとともに緑

地造成、保全、緑化思想の高揚を図るため、緑の募金活動を実施している。

＜検証＞

・県指定特別保護樹木について、事業を活用し樹木の保全を実施した。（日田市）

・今後も引き続き、各種事業の実施や緑の募金活動を実施し、環境緑化の推進を図る。

27 70

玖珠町・九重町 164 85 1 250 16 36

第二種 計 新規 更新

H29

日田市 232 92 2 326

161 84 1 246 16 165

106

H30

日田市 223 88 2 313 29 203

玖珠町・九重町

計 396 177 3 576 43

165 85 1 251 10 36

368

R1

日田市 220 89 1 310 25 40

玖珠町・九重町

計 384 172 3 559 45

166 86 1 253 9 45

76

R2

日田市 228 88 1 317 29 85

玖珠町・九重町

計 385 174 2 561 35

171 88 1 260 19 159

130

R3

日田市 226 80 1 307 38 167

玖珠町・九重町

計 394 174 2 570 38

326

＜検証＞

・わな猟の狩猟登録者数は増加傾向にあるものの、銃猟の狩猟登録者数は高齢化や銃規制に伴い減

　少傾向にある。令和３年度は57名と過去５年間で一番多くの新規狩猟者を確保できた。

・今後も有害鳥獣捕獲の担い手確保のため、狩猟免許の取得促進や捕獲技術の継承を図る。

計 397 168 2 567 57
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（７）鳥獣被害対策

○鳥獣被害額の推移 （単位：千円）

○イノシシの捕獲報償金交付　実施状況 （単位：頭、千円）

○シカの捕獲報償金交付　実施状況 （単位：頭、千円）

寄せつけない環境を整備する「予防・集落環境対策」、②高齢化及び減少傾向を見せる狩猟者の新た

な確保を図る「狩猟者確保対策」、③有害鳥獣を捕獲する「捕獲対策」、④捕獲個体の有効活用を図

る「獣肉の利活用対策」の４つの対策に取り組んでいる。

市・町 種類 H29 H30 R1 R2 R3

　西部管内における野生鳥獣による農林業被害は依然として深刻な問題となっている。県は①鳥獣を

7,620 8,179

計 25,437 22,644 18,560 20,493 19,995

5,198

シ　　カ 9,102 8,350 4,353 6,942 6,618
日田市

イノシシ 8,250 6,250 6,950 5,931

そ の 他 8,085 8,044 7,257

2,283 378

計 6,517 4,490 5,305 8,106 4,015

1,985

シ　　カ 1,994 1,806 2,513 3,159 1,652
九重町

イノシシ 3,583 2,476 2,530 2,664

そ の 他 940 208 262

1,026 948

計 9,119 7,691 8,230 7,612 7,509

2,472

シ　　カ 4,939 4,313 4,306 4,094 4,089
玖珠町

イノシシ 3,005 2,222 2,760 2,492

そ の 他 1,175 1,156 1,164

10,929 9,505

計 41,073 34,825 32,095 36,211 31,519

9,655

シ　　カ 16,035 14,469 11,172 14,195 12,359
西部局

イノシシ 14,838 10,948 12,240 11,087

そ の 他 10,200 9,408 8,683

補助金 頭数 補助金

H29 565 1,695 323 969 448 1,344

年度
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

頭数 補助金 頭数 補助金 頭数

8,619

R1 887 4,809 489 2,640 478 2,601 1,854 10,050

1,336 4,008

H30 633 3,633 397 2,256 480 2,730 1,510

1,225 6,102

※猟期中（11/1～3.15）は対象外

年度
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

頭数 補助金

2,262 2,051 10,890

R3 473 2,526 465 2,235 287 1,341

R2 1,216 6,372 413 2,256 422

13,820 4,491 39,608

H30 1,906 16,494 2,133 18,096 2,546 21,975

H29 1,348 12,044 1,539 13,744 1,604

頭数 補助金 頭数 補助金 頭数 補助金

57,715

R2 1,816 15,323 2,068 17,324 2,191 18,569 6,075 51,216

6,585 56,565

R1 2,006 22,392 2,054 17,193 2,115 18,130 6,175

24,428 7,841 66,460R3 2,359 20,131 2,621 21,901 2,861
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○小動物の捕獲報償金交付　実施状況 （単位：頭、千円）

○県単独事業による電気柵の設置　実施状況 （単位：セット、千円）

○交付金事業による防護柵の設置　実施状況 （単位：ｍ、千円）

○交付金事業によるソフト対策（研修会開催やワナ購入等）　実施状況 （単位：千円）

○猟友会の概要

※R4.4.1現在

補助金

Ｒ
元

小
動
物

タヌキ 97 97 73 73 78 78

補助金 頭数 補助金 頭数 補助金 頭数
年
度

種類
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

頭数

501

アライグマ 330 330 4 4 31 31 365 365

248 248

アナグマ 346 346 69 69 86 86 501

116 116 379 379

アナグマ 518 518 78 78 140

195 1,114 1,114

Ｒ
２

小
動
物

タヌキ 174 174 89 89

市町村計 773 773 146 146 195

457 457

市町村計 1 6 5 5 65 65 71

140 736 736

アライグマ 387 387 5 5 65 65

317 317

アナグマ 312 312 115 115 107 107 534

76

市町村計 842 852 211 211 271 271
サ　ル 2 12 0 0 0

534

アライグマ 390 390 10 10 71 71 471 471

補助金 事業量 補助金 事業量 補助金

H29 41 886 9 162

1,324 1,334

年度
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

事業量 補助金 事業量

Ｒ
３

小
動
物

タヌキ 138 138 86 86 93 93

0 2 12

2,416 109 2,846

R1 13 267 19 1,083 62 1,997

74 2,293 124 3,341

H30 20 337 11 92 78

2,531

R3 9 242 16 194 37 1,086 62 1,522

94 3,347

R2 17 411 17 501 44 1,619 78

87,801 101,754

H30 6,995 9,704 16,995 16,901 37,960 48,750 61,950

補助金 事業量 補助金

H29 22,461 30,322 24,270 18,953 41,070 52,478

年度
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

事業量 補助金 事業量 補助金 事業量

9,947 25,373 27,623

R3 2,664 3,480 10,528 12,784 6,198 13,145

R2 334 494 18,665 17,182 6,374

75,355

R1 2,077 17,615 22,950 22,310 11,109 1,590 36,136 41,515

補助金 事業費 補助金 事業費 補助金

H29 2,009 1,000 1,025 570

19,390 29,409

年度
日田市 九重町 玖珠町 西部管内計

事業費 補助金 事業費

R3 1,980 989 1,279 649 2,337 1,711

2,617 1,800 5,651 3,370

H30 1,926 950 1,181 674 3,612

1,091 837 459 3,111 2,300 6,227

2,800 6,719 4,424

R1 2,723 955 998 545 2,300

3,850

会長名 会員数

日田市猟友会 日田市清岸寺町1001-13 秋好　純一 254 名

5,596 3,350

6,829 3,800

R2 2,279

3,108

玖珠郡猟友会 玖珠郡玖珠町大字戸畑2117 藤本　勝美 191 名

計 445 名

猟友会名 所在地
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（８）県営林事業

○県営林の現況   （単位：ha）

※R4.4.1現在

・今後も公益財団法人森林ネットおおいたへの業務委託を通じて、県営林事業の実施を図る。

・森林整備室から公益財団法人森林ネットおおいたに業務を委託し、計画的に事業実施を行っている。

＜検証＞

使用事務、主伐事業を除き公益財団法人森林ネットおおいたに業務委託されている。

解散し、新たに県民有林として県営林に組み込まれた。平成２６年度からは分収林契約事務、土地

公社（現、県民有林）も分収林として発足当初から独立して造成されてきたが、平成１９年８月に

　県営林は県有林、分収林（二者・三者）、県民有林（旧林業公社）の三つに区分される。旧林業

　柵の設置や被害防止研修会の実施により、鳥獣被害の減少を図る取組を行う。

　とともに、ワナ購入の助成や被害対策研修会を実施した。

120.08

日 田 市 16.10 225.95 34.29 10.24 286.58

市　町　名
種　別

計
県有林 二者分収林 三者分収林 県民有林

計 86.71 253.45 34.29 360.43 734.88

玖 珠 町 70.61 9.62      － 230.11 310.34

九 重 町      － 17.88      － 137.96

・今後も捕獲報償金制度を活用し、イノシシ、シカ及び小動物の捕獲を促進し、補助事業による防護

＜検証＞

・全体の鳥獣被害額は、５年間で約20％減少している。昨年度は、各市町ともイノシシやシカの被害

　が減少したが、日田市は、タヌキ及びカワウ、九重町ではアナグマの被害が増加した。

・有害鳥獣捕獲頭数は、イノシシが減少したが、シカは、大幅に増加した。

・令和３年度は交付金事業や県単独事業を活用し、防護柵を約20km、電気柵を62セット施設整備する
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（９）内水面漁業の振興

○管内の漁獲量 （単位：ｔ）

水産振興課 資源管理班（R4.4)

○令和3年度内水面漁業振興事業実績 （単位：千円）

昇やダム放流によるものと考えられ、資源回復に向けた取り組みを行っている。

やヤマメ等の放流を行っているが、平成25年から漁獲量が大幅に減少している。その原因は水温上

　管内の河川は筑後川の中・上流域に位置する。管内の３漁協が水産資源の維持増殖を目的にアユ

R1

3 1

うなぎ 2 1 1 1 1 0 0

こい・ふな 5 4 3 3 3

R2 R3

あゆ 60 54 11 44 40 25 21

    魚種名 H27 H28 H29 H30

31 24

その他 10 8 4 6 1

えのは 2 2 1 2 1 0 0

1 1はえ 2 2 1 1 1

13,851 12,613 2,595

河川放流
事業

日田漁業協同組合 12,015 10,923 2,523

玖珠郡漁業協同組合 1,836 1,690 72

事業名 事業主体 事業費 補助対象額 補助金 備　考

小　計

1 1

計 81 70 21 57 47

＜検証＞
・数年前にアユの漁獲量が激減したが、ダム放流等による水温調整等の対策を施したことにより、
　現在では回復傾向を見せている。

・今後も、管内３漁協の協力を得て、アユやヤマメ等の放流を行い、水産資源の維持増殖を図る。

合　計 16,306 14,949 3,749

本課執行

小　計 2,455 2,336 1,154

カワウ等
食害防止
事　業

日田漁業協同組合 1,934 1,815 904 本課執行

玖珠郡漁業協同組合 521 521 250
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生産流通部の概要

「おおいた農林水産業活力創出ﾌﾟﾗﾝ2015(改訂版)」を実現するための活動に取り組んでいる。生

産流通部では米、麦、大豆や園芸と畜産振興のための技術指導を柱に水田畑地化推進に取り組むと

ともに補助金奨励業務を所管する農山村振興部と車の両輪となって、「挑戦と努力が報われる農林水

産業の実現」「安心して暮らしていける魅力ある農山漁村づくり」の基本理念の元、担い手の確保と

創出額拡大を目指し、各分野で実績を積み重ねている。

この計画実行に向け、関係機関・団体との連携を深め、農業改良助長法に基づく農業普及指導員

として、農業者と現場で直接接しながら効果的かつ効率的な普及活動を展開している。また、その

行動計画として、単年度計画とともに５カ年の普及指導基本計画書を作成している。

１ 水田畑地化の推進による新たな園芸産地の育成
農業者の高齢化が進み、各品目で産地規模が縮小傾向にある。また、規模拡大指向農家の農地が飛

び地で、効率の低い農業生産が行われている。平成30年から米政策の転換にあわせて水田に高収益品

目の作付を推進するため、関係機関と連携して団地づくり計画の実現を図っており、令和4年からは

市町が中心となって策定した産地づくり計画を中心に畑地化を推進して、農業者の所得向上と担い手

の残る農業経営確立を支援している。

［現状及び目標］

項 目 対 象 令和元年度実績 令和２年度実績 令和３度実績 令和４年度目標

水田畑地化面積 全域 14.37ha 14.01ha 14.14ha 14ha

２ 安全・安心な農産物の供給体制の充実
近年、世界的に食品安全への関心が高まっていることから国内外農産物にGAP認証取得を求める動

きが拡大してる。そのため研修会や現地指導等により、国際標準GAP等の認証取得支援やフォローア

ップを行う。また、IPM技術等を活用することで、農薬のみに頼らない環境への負荷軽減を目指す持

続可能な農業生産の取組を推進していく。

活動計画の指標としては標準GAP取得件数、IPM技術導入面積を推進・把握することとしている。

［現状及び目標］

項 目 対象 令和元年度実績 令和２年度実績 令和３年度実績 令和４年度目標

ＧＡＰ実践農家数 全域 GAP:85件 GAP:86件 GAP:86件 GAP:94件

(第三者認証累計)

エコファーマー 全域 934ha 954ha 992ha 1,000ha

（IPM導入延面積）

○IPM技術：IntegratedPestManagementの略。化学農薬のみに頼るのではなく、輪作体系や抵抗性品

種、熱による消毒や機械などを用いた物理的な防除、天敵やフェロモンの利用なども組み合わせる

総合防除技術。

○GAP：農業生産工程管理（Good Agricultural Practice）とは、農業生産活動を行う上で必要な関

係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、

点検及び評価を行うことによる持続的な改善活動のこと。

３ 水田農業の振興
米消費量の減少等に伴い米価の下落が進む中、土地利用型農業では担い手の経営力強化に向け農地

の集積・集約化による規模拡大、スマート農業の導入など、米の安定生産に取り組んでいる。併せて、
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集落営農組織や地域農業経営サポート機構に対する所得向上に向けた高収益作物の導入推進や広域連

携組織の育成などの活動を支援している。

（１）力強い担い手の育成

規模拡大を目指す担い手を対象に、スマート農業技術の実証・導入を通じて後継者育成を進める。

また、米の良食味地域の産地維持と併せ、新品種「なつほのか」の作付拡大に向けた実証圃の設置

や研修会の開催により収量安定と品質向上を図る。

（２）集落営農の経営力強化

集落営農法人の経営安定に向け規模拡大や園芸作物導入等による経営の多角化のための体制整備

を支援する。また、広域的な農薬散布や収穫等の作業の法人間連携を進め、効率的な営農体制の整

備を構築する。併せて、複数法人による連合体の育成に向け、その対策として特定地域づくり事業

協同組合の設立のための先進地調査や担い手意向調査、構想作成支援を行う。

地域全体を包括して担う地域農業経営サポート機構については作業受託業務運営支援、事務局活

動の体制整備など、自立運営に向けた体制づくりを支援する。

［集落営農組織数］

総数 法人 任意組織

日田市 35 9 26

九重町 16 2 14

玖珠町 20 10 10

管内計 71 21 50

※振興局調べ(R4.2)

４ 野菜の生産振興
目標

・日田市においては、広大な畑地を活用した西瓜、白菜の生産振興を図るとともに、中山間地にお

けるピーマン、白ねぎの産地育成に取り組む。

・九重町、玖珠町においては、トマトのファーマーズスクールの運営支援による新規就農者の確保育

成に取り組む。また、白ねぎの既存生産者の生産性向上や参入企業等の大規模経営体の育成、ピー

マン等の夏秋野菜の産地拡大に取り組む。

［現状及び目標］

対 象 名 項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実 績 実 績 実 績 目 標

ＪＡおおいた西部 生産者数（名） １３ １３ １２ １３

事業部日田西瓜部 栽培面積（ｈａ） ２５．４ ２５．４ ２５．４ ２５．４

会 共販出荷量（ｔ） １，５７０ １，１９７ １，４１５ １，５００

共販額（百万円） １８８ １７５ ２１０ １９０

対 象 名 項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実 績 実 績 実 績 目 標

ＪＡおおいた西部 生産者数（名） ６０ ６２ ６１ ６１

事業部玖珠九重ト 栽培面積（ｈａ） １０．２ １０．８ １０．８ １１．１

マト部会 出荷量（ｔ） １２５１ １３７１ １３４８ １４１９

（大玉トマト） 共販額（百万円） ４０８ ４９０ ４２４ ４６８

注）生産者数、栽培面積は九重支部、日出生支部のみ、出荷量と共販額は久住支部を含む。
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対 象 名 項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実 績 実 績 実 績 目 標

ＪＡおおいた西部 生産者数（名） ４１ ３８ ３７ ３８

事業部白ねぎ部会 栽培面積（ｈａ） ２１．５ ２９．３ １７．３ ２０．０

出荷量（ｔ） １５４ １４９ １３９ ２００

共販額（百万円） ５５ ５０ ４８ ７０

５ 果樹の生産振興
目標

・なしでは、主に「流線型仕立」を取り入れ新・改植を進め、園の若返りによって単収向上を図ると

ともに、無袋栽培が可能な早生・中生種の導入による品種構成の再編を進める。また、生産者の高

齢化に対応するため、園地流動化、新規就農者確保、若手経営者の育成に向け、新たな団地整備を

進める。

・なしの輸出については、台湾、ベトナム、タイの３カ国を中心に東南アジア諸国への輸出拡大の取

組を支援する。

・ぶどうでは、有望品種「シャインマスカット」の面積拡大と早期成園化を促進するとともに、品質

の向上と貯蔵による出荷期の拡大により、経営の安定化を図る。

・ぶどうについても海外輸出量拡大を支援する。

［現状及び目標］ （単位：ｔ、ha）

部 会 名 項 目 元年度実績 ２年度実績 ３年度実績 ４年度目標

ＪＡおおいた 共販出荷量 ２,７８８ ２,３５６ ２，８２０ ３,１００

日田梨部会 新改植面積(累計) ９.２ １４.０ １４．９ １６.５

輸出量 １２２ １０２ １００見込 １５０

［現状及び目標］（シャインマスカット共販出荷量および部会導入面積） （単位：ｔ、ha）

地 区 名 項 目 元年度実績 ２年度実績 ３年度実績 ４年度目標

ＪＡおおいた 出 荷 量 ７５ ７６ ９０ ９６

西部事業部 面 積 ６.５ ７.１ ７.１ ８.０

６ 花きの生産振興
目標

・夏秋キク類やカスミソウなど夏季冷涼な高標高地を活かした地域特産花き産地づくりを推進する。

・夏秋キク類は新たな担い手の確保や既存生産農家の規模の維持・拡大を支援するとともに、産地に

適した品種の選定や栽培技術の改善、重要病害対策の徹底により生産性の向上と経営の安定を図る。

・カスミソウは市場評価が高いことから、若手生産者の規模拡大と高齢生産者の栽培継続支援により

産地の維持・拡大を図る。

・ホオズキは価格が安定し需要も高いが、高齢化により栽培戸数が減少しているので、技術の底上げ

により出荷量を確保するとともに、新規栽培者の確保を図る。

［現状及び目標］（共販出荷本数、部会面積） （単位：千本、ha）

地 区 名 項 目 元年度実績 ２年度実績 ３年度実績 ４年度目標

ＪＡおおいた キク類出荷本数 ９６４ ７５８ ８６３ １,１００

西部事業部 カスミソウ部会面積 ２.４０ ２.４５ ２．５０ ２.５５

ホオズキ部会面積 ０.４４ ０.５０ ０．６０ ０.６０

－43－



７ 畜産の生産振興
目標

肉用牛は飼料価格の高騰や新型コロナウイルスの影響による販売価格の低迷が懸念されている。こ

のような中、繁殖経営では子牛の飼育管理預託（キャトルステーション）による新たな生産システム

の構築や高能力産子の積極的な自家保留による省力的かつ高品質な肉用牛生産を推進する。肥育経営

については地域内繁殖肥育一貫経営による肉用牛経営の体質強化と銘柄確立を図るため、肥育農家の

規模拡大を進めるとともに、企業的肥育経営体の経営強化を支援する。

酪農は畜産クラスター事業を利用して個別規模の拡大を図り、農家経営を安定させる。また、管内の生乳

生産量の拡大、酪農産地の活性化を推進するとともに、乳量確保及び乳質改善に向けた飼養管理技術の

向上による経営改善を進める。

（１）地域資源を活かした力強い肉用牛経営の確立

・増頭事業の活用や自家保留の推進に取り組んでいるが、繁殖雌牛飼養頭数はほぼ横ばい。

・キャトルステーションを活用した新たな肉用牛生産システムにより、規模拡大に意欲的な担い手、

高齢飼養農家を対象に肉用牛の増頭を進める。

・また、繁殖管理技術指導の徹底により子牛生産率の向上を図るとともに、生産コストの低減のため

放牧や自給飼料増産の取り組みを支援する。

・肥育経営の体質強化を支援し、おおいた和牛のブランド力向上を図る。

・令和４年１０月に開催される第１２回全国和牛能力共進会（種牛の部、肉牛の部）への出品、上位

入賞を目指した支援・指導を行なう。

（２）足腰の強い酪農経営の確立

・酪農家の高齢化等により農家戸数は減少しているものの、クラスター事業による施設整備の実施に

より、飼養頭数は増加している。

・環境ストレスの低減除や繁殖技術の改善指導により経産牛１頭当たりの乳量も増加している。

・さらに、生産性を向上させるため、引き続き環境ストレス対策や牛群検定結果やラクトコーダーを

活用した個体管理や搾乳手法を徹底するとともに、月次管理等細やかな経営管理手法の普及を推進

する。

・また、経営安定のため自家育成牛の計画的な生産に向けた繁殖管理を促進し、生産コストを低減す

るため自給飼料増産の取り組みを支援する。

８ 将来を担う新たな経営体の確保・育成
目標

・力強い経営体を育成するため、認定農業者に対しては各部門担当による経営コンサル活動を強化し

経営改善の目標を明確にすることで農業法人化へと誘導する。また、女性農業者の育成と経営参画

能力の向上のため、大分県女性農業経営士養成講座の受講や｢おおいたＡＦＦ女性ネットワーク｣活

動の参加を勧めるなど女性農業者が活躍するための支援に取り組む。

・新規就農者対策では、「新規就農者育成総合対策」等の各種制度や｢豊の国農業人材育成基金事業｣

による就農ガイドセンター、ファーマーズスクール等の就農支援システムを活用し、新規就農者の

確保を進めていく。

・他産業からの多様な担い手である参入企業の、新たな掘り起こし活動に取り組むとともに、既に参

入した３４社をフォローアップ対象とし、参入企業に対して重点指導活動を行う。
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［地域農業の担い手の現状］（Ｒ３） （単位：人，経営体）

地 区 名 青年農業者 認定農業者 農業法人 AFF女性 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

（うち集落営農法人等） ﾈｯﾄﾜｰｸ会員数 企業数

(Ｒ４．１月) （Ｒ４．３月末） (Ｒ４．２月末) (Ｒ４．２月末)

日 田 市 １００ ２５８ ７４ (９) ５８ １０

九 重 町 ３２ １５１ ３４ (２) ８ １３

玖 珠 町 １０ １８０ ３７(１０) ８ １１

管 内 計 １４２ ５８９ １４５(２１) ７４ ３４
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農林基盤部の概要

１  農業農村整備事業

　（１）令和４年度実施事業の概要

　　①　担い手への農地集積・集約化と生産コスト削減に向けた基盤整備

○ 経営体育成基盤整備事業(通作条件整備・基幹農道)

　　②　農業水利施設の適時・適切な整備更新

○ 農業水利施設保全合理化事業

　  ③　災害に強い農村づくりに向けた防災・減災対策

○ 防災重点農業用ため池の整備

○

　　④　快適で安心して暮らせる農村空間の創造

○ 中山間地域総合整備事業

　　⑤　地域の共同活動による農業・農村の多面的機能の適切な維持保全（団体活動支援）

○ 多面的機能支払交付金事業

　農林基盤部は、「変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業」、「安心して暮らしていける魅力ある

農山漁村づくり」の実現に向け策定された、「おおいた農林水産業活力創出プラン２０１５」に基づき、快

適で元気な農山漁村づくりと安全で効率的な生産環境の整備に資する、農業農村整備事業と治山事業及び林

道事業を実施・推進している。

  地形的、位置的に不利な条件にある中山間地域において、それぞれの地域の立地条件にあったほ
場や農道などの生産基盤整備と、集落道や防火水槽などの農村地域の生活環境整備を総合的に実施
することにより、農村地域の活性化を図るとともに、営農の効率化を図り農業経営の安定を図る。

　農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、地
域資源（農地、水路、農道等）の適切な保全管理を推進する。

　農村部では、都市部に比べ先行する高齢化・人口減少や担い手不足、耕作放棄地の増加、さらには農業の

基盤を支える農業水利施設等の老朽化による機能低下など喫緊の課題に直面している。こうした状況に対応

するため「おおいた農業農村整備推進プラン2015」の行動計画を基に、持続可能で力強く豊かな農業農村を

目指す。

　○構造改革の更なる加速に向けた生産基盤の整備促進

　○農業水利施設等の適正な保全管理による長寿命化や防災・減災対策の推進

　○多面的機能の維持保全と快適な生活環境の整備促進

　農地の区画整理や暗渠排水の実施により、生産性を高めるとともに、集落営農組織等の担い手に
農地集積することで経営の効率化や事業に伴う農家負担の軽減が図れる基盤整備事業を推進する。
　また、集落間等を連絡する基幹農道を整備し、農産物の集出荷や農業用資材の般出入の効率化を
図る。

　老朽化した農業水利施設の機能診断や補修による農業水利施設の長寿命化や安全性の向上、生産
効率の向上を図る。

　災害の発生により、周辺の人家や公共施設、農地農業用施設に被害を与える恐れが高い防災重点
ため池の改修を行い、被害を未然に防ぎ営農経営の安定を図る。

流域治水プロジェクト

農業用ダムやため池の事前放流や、水田を利用した『田んぼダム』を活用して、農地・農業水利施
設の多面的機能を活かした流域治水を推進する。
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（２）県営事業総括表（農業農村整備事業） （単位：千円）

全　　体
Ｒ２年度ま
で(繰越除

く)
Ｒ５年度

事業量 事業費 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 以降残

九重町 綱掛
H27
R 3

用水路
850m

420,000 287,348
用水路
62.2m

66,814
用水路
53.3m

21,118 44,720

玖珠町 玖珠２期
R 2
R 5

用水路
2，300m

95,000
測量設計

1式
15,000

測量設計１式
用水路356m

50,000 30,000

日田市 千倉ダム
R ２
R ５

用排水施設
1箇所

50,000
用排水施設

1箇所 19,520
用排水施設

1箇所
30,480 0

日田市
千倉ダム
２期

R ４
R ５

用排水施設
1箇所

70,000
用排水施設

1箇所
70,000 0

玖珠町 広瀬
H30
R 3

用水路
421m

139,900 119,020
用水路

1式
9,619

用水路
90.5m

11,261 0

九重町 松木ダム
R 2
R 4

ダム改修
1式

180,000 27,000
電気設備

１式
7,195

電気設備
１式

52,805 93,000

日田市
須ノ原３

期
Ｒ3
R5

用水路
7，800m

233,000
測量設計

1式
28,200

用水路
2,980m

109,800 95,000

九重町 中村
R 3
R 5

用水路
1，700m

150,000
測量設計

1式
29,000

用水路
941m

61,000 60,000

日田市 女子畑
R 3
R 7

用水路
1式

50,000
用水路

1式
9,000 0 41,000

九重町 綱掛２期
R 4
R 6

用水路
50m

150,000
測量・設計

1式
10,000 140,000

九重町 千町無田
R 4
R 4

計画調査 10,000
計画調査　

1式
10,000 0

小計 1１地区 1,547,900 433,368 184,348 426,464 503,720

玖珠町
大原野第

２
H24
R 4

農道
2200m

550,000 281,379
舗装工406.6m
測量設計１式 42,667

路床工
724.7m

196,471 29,483

小計 1地区 550,000 281,379 42,667 196,471 29,483

日田市 大肥
R 1
R 5

ほ場整備
12.4ha

暗渠排水
2.6ha

463,000 214,480

区画整理
工3.5ha

換地測量設計

1式

178,140
暗渠排水

2.5ha
49,000 21,380

日田市 杉河内
R 1
R 5

ほ場整備
12.1ha

342,000 65,855
区画整理1式

補償費1式
測量設計1式

換地委託業務1式

103,235
区画整理工

1式
83,920 88,990

小計 2地区 805,000 280,335 281,375 132,920 110,370

日田市 大肥
R 1
R 5

指導費 500 100 指導費 100 300

日田市 杉河内
R 1
R 5

指導費 500 100 指導費 100 指導費 100 200

小計 2地区 1,000 200 100 200 500

日田市 日田２期
R 1
～
R 6

用排水路
3,134m

ほ場整備
14.3ha

436,000 202,280
区画整理

5.9ha
121,320

区画整理
1.5ha

用排水路
1,145ｍ

86,400 26,000

玖珠町 玖珠２期
H23
～
R 5

用排水路
6,574m

ほ場整備
7.4ha

暗渠排水
72.9ha

防災施設
3箇所

1,156,000 859,533
計画変更
　１式 9,394

暗渠排水
6.2ha

40,000 247,073

九重町

“ゆめ”
タウン
ここのえ
２期

R 2
～
R 7

用排水路
3,012m

ほ場整備
9.7ha

暗渠排水
11.3ha

営農飲雑用水
1箇所

防災施設
2箇所

536,000 42,878

測量設計
１式
換地
１式

68,352

区画整理
7.1ha

用排水路
860ｍ

営農飲雑用水
1箇所

187,770 237,000

小計 3地区 2,128,000 1,104,691 199,066 314,170 510,073

玖珠町 重(下)池
H30
R 4

ため池工
1式

137,000 24,356
ため池工

1式
94,629

ため池工
1式

17,879 136

日田市 九郎仁田
H30
R 5

ため池工
40m

113,800 24,280
測量設計

1式
1,140

ため池工
40m

18,000 70,380

玖珠町 玖珠
R 1
R 4

廃止ため池
2箇所

44,000 21,649 測量設計  1式
ため池廃止 １箇所 5,000

廃止ため池
1箇所

14,000 3,351

日田市 出口
H30
R 6

ため池工1式
（2箇所） 364,900 39,640

測量設計
1式

1,400
ため池工

1式
99,000 224,860

小計 ４地区 659,700 109,925 102,169 148,879 298,727

県営事業 合計 2３地区 5,691,600 2,209,898 809,725 1,219,104 1,452,873

工期

農業水利施設
保全合理化事

業

Ｒ３年度
（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

農業経営高度
化支援指導事

業

市町名 地区名

経営体育成基
盤整備事業

中山間地域
総合整備事業

事業名

防災重点農業
用ため池等整

備事業

経営体育成基盤整
備事業

(基幹農道整備事業)
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（3）団体営事業総括表（農業農村整備事業） （単位：千円）

全　　体
Ｒ２年度ま
で(繰越除

く)
Ｒ５年度

事業量 事業費 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 以降残

日田市 27組織
R 2
R 6

178,430 121,758 984.38ha 27,236 29,436 0

九重町 43組織
R 2
R 6

202,953 152,483 830.92ha 25,235 25,235 0

玖珠町 15組織
R 2
R 6

309,915 235,153 1,029.66ha 37,381 37,381 0

小計 85組織 3地区 691,298 509,394 89,852 92,052 0

日田市 入江
R 1
R 4

農地造成
2.1ha

124,845 59,455
用水路
2.1ha

26,590
用水路
2.1ha

38,800 0

玖珠町 大原野 Ｒ４
用排水施設

200ｍ
22,000

用排水施設
200ｍ

22,000 0

玖珠町 天道第一 Ｒ４
用水施設

一式
44,000

用水施設
一式

19,000 25,000

小計 3地区 190,845 59,455 26,590 79,800 25,000

玖珠町 玖珠 Ｒ４
点検業務

3箇所
8,000

点検業務
３箇所

8,000 0

小計 1地区 8,000 0 0 8,000 0

日田市 大肥
R 1
R 5

支援
1式

6,000 1,080
支援
1式

600 4,320

日田市 大肥
R 1
R 5

推進
1式

9,200
推進
1式

4,000 5,200

日田市 杉河内
R 1
R 5

支援
1式

7,500 420
支援
1式

600 6,480

小計 3地区 22,700 1,500 0 5,200 16,000

日田市 宮尾 Ｒ４
廃止ため池

1箇所
16,000

廃止ため池
1箇所

16,000 0

日田市 ヘボ山
Ｒ４
Ｒ５

廃止ため池
1箇所

5,000
廃止ため池

1箇所
5,000 0

玖珠町 玖珠第２
Ｒ４
Ｒ６

廃止ため池
３箇所

50,000
廃止ため池

３箇所
20,000 30,000

小計 3地区 71,000 0 0 41,000 30,000

日田市 農地＋施設
R 2
R 4

100箇所 755,543 45,888 89箇所 284,902 424,753 0

九重町 農地＋施設
R 2
R 4

438箇所 1,202,373 299箇所 119,696 1,082,677 0

玖珠町 農地＋施設
R 2
R 4

220箇所 625,327 21,851 103箇所 219,376 384,100 0

計 758箇所 2,583,243 67,739 491箇所 623,974 1,891,530 0

日田市 農地＋施設
R 3
R 5

20箇所 70,349 17,480 37,994 14,875

九重町 農地＋施設
R 3
R 5

12箇所 21,473 4,813 16,660

玖珠町 農地＋施設
R 3
R 5

43箇所 104,510 11,001 30,999 62,510

計 75箇所 196,332 0 0箇所 28,481 73,806 94,045

団体営事業 合計 １3地区 3,755,418 638,088 768,897 2,183,388 165,045

36地区 9,447,018 2,847,986 1,578,622 3,402,492 1,617,918

事業名

農道保全対策
事業

注1）団体営事業の多面的機能支払交付金事業は、地元組織が事業主体である。その他の事業は、市町が事業主体となり行う事業である。

合計
（県営＋団体営）

耕地災害復旧
事業（令和３

年災）

防災重点農業
用ため池整備

事業

工期

農業体質強化
基盤整備促進

事業

市町名 地区名

多面的機能支
払交付金事業

耕地災害復旧
事業（令和２

年災）

Ｒ３年度
（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

農業経営高度
化支援事業
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（４）　水田の整備率

令和４年３月３１日現在（単位：ha , ％）

項目 事業化率 整備率

対農用地 対農用地

市町名 (A) (C) (D) (C/B) (D/B)

九重町 1,290 862 851 88.5 87.5 

玖珠町 1,520 973 966 60.1 59.8 

日田市 1,760 931 883 61.9 58.7 

管内計 4,570 2,766 2,699 67.6 65.9 

県計 39,000 28,971 28,363 81.1 79.4 

（５）　登記事務

（６）　土地改良財産の管理

（７）　土地改良区の指導

＜検査機関＞ ＜令和３年度実績＞ ＜令和４年度計画＞
・九州農政局 実施なし 実施予定なし

玖珠土地改良区 日田・九重土地改良区
・大分県西部振興局 中村・飯田・塚田・出口土地改良区

水田面積 農振農用地 事業化面積 整備済面積

(B)

1,503 

973 

1,618 

4,093 

35,730 

　ため池整備事業等に付随する用地取得に係る、用地調査、相続関係等の調査を行い、登記事務を行っている。

　土地改良事業によって造成し又は取得した工作物・敷地等は、土地改良財産として管理することとなっている。
　また、事業完了地区については関係市町及び関係土地改良区に管理委託・譲与を行っている。

須ノ原・五馬本村土地改良区

　土地改良法の規定により、全土地改良区を対象に３年に１回の割合で国又は県が、業務及び会計について検査を行って
いる。

・大分県農村整備計画課

土地改良区の概要
令和４年３月時点

田 畑 計
ha ha ha

日 田 市
土地改良区

日田市
田島2丁目12-42

高瀬1・2号幹線他 203.6 262.0 465.6 H17.1.4 1,615 

須 ノ 原
土地改良区

日田市
羽田1952-1

須ノ原第1・2号導水路他 0.0 108.7 108.7 S51.12.8 165 

池　  辺
土地改良区

日田市
大字東有田池辺3309-1

矢形石・向田井路他 20.5 0.0 20.5 H9.1.27 55 

塚　  田
土地改良区

日田市
天瀬町塚田1525

塚田井路 25.9 0.0 25.9 S25.7.20 71 

女 子 畑
土地改良区

日田市
天瀬町女子畑2393-4

女子畑井路 45.6 0.0 45.6 S26.1.19 123 

出  　口
土地改良区

日田市
天瀬町出口1638

出口井路 19.7 0.0 19.7 S27.5.6 68 

五馬本村
土地改良区

日田市
天瀬町五馬市1305-2

五馬本線・支線他 7.8 0.0 7.8 S27.6.7 33 

飯　  田
土地改良区

九重町
大字田野2035

飯田幹線水路 31.2 0.0 31.2 S29.10.15 83 

千町無田
土地改良区

九重町
大字田野2415-576

千町無田井路 207.1 0.0 207.1 S34.1.6 96 

中　  村
土地改良区

九重町
大字田野1465-1

黒子川・白水井路 33.6 0.0 33.6 S34.12.17 82 

九　  重
土地改良区

九重町
大字恵良573

恵良・右田井路他 235.2 0.0 235.2 H16.9.8 398 

玖 珠 町
土地改良区

玖珠町
大字塚脇472-2

古後・北山田井路他 857.0 0.0 857.0 H13.7.23 1,416 

計 １２地区 1,687.2 370.7 2,057.9 4,205 

組合員数名　　　称 所　　在　　地 主な施設
受益面積

設立年月日
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２　治山林道事業の概要
  ○災害に強い森林づくり

　(1)治山事業総括表
       （単位：千円）

Ｒ２年度まで
(繰越除く)

事業費 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

下小竹
日田市
小野

H28～R6
治山ダム
山腹工

8基
1式

443,449 310,077
治山ﾀﾞﾑ2基
山腹工1式

62,806 治山ﾀﾞﾑ1基 28,995 41,571

専道
玖珠町
古後

H29～R4
治山ダム
山腹工

11基
1式

300,140 202,573 治山ﾀﾞﾑ2基 68,567 治山ﾀﾞﾑ1基 29,000 0

ハヤマ
日田市
小野

R1～R4 地すべり工 1式 561,452 95,345 アンカー工 250,239 アンカー工 180,058 35,810

山際
日田市
鶴河内

R2～R4
治山ダム
山腹工

1基
1式

95,694 7,018 治山ﾀﾞﾑ1基 43,676 山腹工1式 45,000 0

中村
日田市
鶴河内

R1～R6
治山ダム
山腹工

11基
1式

561,208 91,716 山腹工1式 116,307 治山ﾀﾞﾑ1基 51,500 301,685

影ノ木
日田市
鶴河内

R1～R3
治山ダム
山腹工

1基
1式

120,709 56,986 山腹工1式 21,340 山腹工1式 42,383 0

石場 日田市 R3～R4 地すべり工 1式 93,678 0
調査・測量・
設計

21,978 アンカー工 71,700 0

7地区 2,176,330 763,715 584,913 448,636 379,066

ウソノ谷
日田市

中津江村
R2～R5

地すべり工
山腹工

1式
1式

463,800 0
山腹工1式
アンカー工

77,869
山腹工1式
アンカー工

210,800 175,131

金山
九重町
粟野

R2～R6 治山ﾀﾞﾑ 4基 309,300 0
調査・測量・設
計 43,850 治山ﾀﾞﾑ2基 131,070 134,380

上谷
日田市

上津江村
R4～R4 山腹工 1式 25,000 0 0 山腹工1式 25,000 0

3地区 798,100 0 121,719 366,870 309,511

鰐
日田市
鶴河内

R4～R5
地すべり工
山腹工

1式 319,000 0
地すべり防止工
杭工

144,756 174,244

１地区 319,000 0 0 144,756 174,244

小切畑
日田市
大山町

R2～R5 山腹工 1式 274,009 8,371 山腹工1式 92,640 山腹工1式 71,000 101,998

１地区 274,009 8,371 92,640 71,000 101,998

田ノ口
日田市

中津江村
R3～R6

排水･ｱﾝｶｰ
山腹工

1式
1式

402,000 0 0
調査・測量
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ暗渠工
一式

45,000 357,000

1地区 402,000 0 0 45,000 357,000

イチキヒラ
日田市

上津江町
R3 山腹工 1式 38,610 0 山腹工1式 15,917 山腹工1式 22,693 0

清田川 玖珠町 R3 山腹工 1式 45,001 0 山腹工1式 4,389 山腹工1式 40,612 0

2地区 83,611 0 20,306 63,305 0

山手
日田市

前津江町
R4 治山ﾀﾞﾑ 1基 35,600 0 0 治山ﾀﾞﾑ1基 35,600 0

田ノ元
日田市

上津江町
R4 治山ﾀﾞﾑ 2基 59,000 0 0 治山ﾀﾞﾑ2基 59,000 0

2地区 94,600 0 0 94,600 0

虫秋
日田市

前津江待
R4～R7 治山ﾀﾞﾑ 5基 140,000 0 0 治山ﾀﾞﾑ1基 37,000 103,000

1地区 140,000 0 0 37,000 103,000

広川
日田市

上津江町
R2～R4 治山ﾀﾞﾑ 1基 102,938 4,598 治山ﾀﾞﾑ1基 33,200 治山ﾀﾞﾑ1基 65,140 0

都留
日田市

上津江町
R2～R4 治山ﾀﾞﾑ 1基 75,526 3,256 治山ﾀﾞﾑ1基 25,200 治山ﾀﾞﾑ1基 47,070 0

金山
九重町
粟野

R2～R4 治山ﾀﾞﾑ 2基 112,211 6,512 治山ﾀﾞﾑ2基 37,807 治山ﾀﾞﾑ2基 67,892 0

黒猪鹿
九重町
粟野

R2～R4 治山ﾀﾞﾑ 3基 168,190 9,955 治山ﾀﾞﾑ3基 57,485 治山ﾀﾞﾑ3基 100,750 0

木六
日田市
大山町

R3～R4 山腹工 1式 56,600 0 山腹工1式 5,489 山腹工1式 51,111 0

5地区 515,465 24,321 159,181 331,963 0

鰐
日田市
鶴河内

R3～R4 地すべり工 1式 186,600 0 地すべり工1式 79,757 地すべり工1式 106,843 0

1地区 186,600 0 79,757 106,843 0

宮ノ尾
九重町
松木

R2～R4 道路工 1式 20,508 0 道路工1式 8,177 12,331 0

1地区 20,508 0 8,177 12,331 0

25地区 5,010,223 796,407 1,066,693 1,722,304 1,424,819

小計

緊
急

総
合

地
す
べ
り

緊
急

予
防

小計

区分

緊
急

総
合

小計

国
庫
補
助
事
業

地
す
べ
り

防
止

小計

林
地
荒
廃
防

止

小計

予
防
治
山 小計

治
山
施

設
機
能

強
化

Ｒ５年度以降

内　　訳

復
旧
治
山

小計

小計

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）事業名 地区名 市 町 名 実施期間

全体計画
Ｒ３年度

（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

小計

災
害
関

連
緊
急

地
す
べ

り
防
止 小計

治
山
施

設
災
害

復
旧

小計

　安全で安心できる豊かなくらしの実現と、山地に起因する災害から県民の生命・財産を守り、県土の保全とともに水源のかん
養等の公益的機能を増進させることを目的に森林の維持･復旧を行う。管内は急峻な地形や脆弱な地質的要素により山地災害危険
地区が多く存在するため、治山施設の整備を効率的に実施する。
　また、R3年8月豪雨災害で被災した日田市鶴河内・鰐地区の復旧を迅速に行うと共に、R2年災害の被災箇所についても継続的な
復旧を着実に行う。

国庫補助事業計
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Ｒ２年度まで
(繰越除く)

事業費 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費

大船山
九重町
田野

R3～R4 治山施設補修 1式 3,000 0 0 治山施設補修1式 3,000 0

1地区 3,000 0 0 3,000 0

坪子石
日田市
小野

R3 治山施設補修 1式 5,000 0 0 治山施設補修1式 5,000 0

葉迫雉野
日田市

上津江町
R3 治山施設補修 1式 1,960 0 0 治山施設補修1式 1,960 0

宮ノ尾
九重町
松木

R3 治山施設補修 1式 10,182 0 治山施設補修1式 2,983 治山施設補修1式 7,199 0

曽家
日田市

前津江町
R3 治山施設補修 1式 2,939 0 0 治山施設補修1式 2,939 0

4地区 20,081 0 2,983 17,098 0

ショウブ谷
日田市

中津江村
R4～R4 崩土除去 1式 4,519 0 0 崩土除去1式 4,519 0

1地区 4,519 0 0 4,519 0

6地区 27,600 0 2,983 24,617 0

31地区 5,037,823 796,407 1,069,676 1,746,921 1,424,819

区分 事業名 地区名 市 町 名 実施期間

治山事業(経常)合計

県
単
独
事
業

県
単
治
山

緊
急
自
然

債

（

治
山

費
）

小計

緊
急
自
然
債

（

農
企
）

小計

緊
急
浚
渫

債

（

治
山
） 小計

県単独事業計

全体計画
Ｒ３年度

（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む） Ｒ５年度以降

内　　訳
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（２） 林道事業総括表

　林道事業 (単位 : ｍ、千円)

Ｒ２年度まで
(繰越除く)

Ｒ５年度
以降

延長 事業費 事業費 延長 事業費 延長 事業費 事業費

中山　外25 日田市 点検診断 58箇所 76,640 44,295 5箇所 10,345 9箇所 22,000 0

計 61箇所 76,640 44,295 8箇所 10,345 9箇所 22,000 0

　林道災害復旧事業

Ｒ２年度まで
(繰越除く)

Ｒ５年度
以降

箇所数 事業費 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費 事業費
岳鬼滅     
   外18路

日田市 奥地・その他 32 479,263 24 269,557 8 209,706 0

山浦       
   外3路線

玖珠町 奥地・その他 5 25,512 4 12,696 1 12,816 0

R3災
本入       
   外3路線

日田市 その他 4 70,380 4 70,380 0

41 575,155 0 28 282,253 13 292,902 0

　林業専用道(規格相当）整備事業

Ｒ２年度まで
(繰越除く)

Ｒ５年度
以降

延長 事業費 事業費 延長 事業費 延長 事業費 事業費

34 荒山 日田市 国庫 日田郡森林組合 開設 1,838 34,585 11,585 1,000 4,600 18,400 0

40 湯山 日田市 国庫 日田郡森林組合 開設 3,624 98,711 52,829 22,882 1,000 23,000 0

44 桐木 九重町 国庫 玖珠郡森林組合 開設 2,000 50,000 11,585 13,415 1,000 25,000 0

46 堂尾中ノ迫 日田市 国庫 日田市森林組合 開設 600 15,000 600 3,386 11,614 0

47 松山 日田市 国庫 （株）田島山業 開設 1,000 25,000 1,000 25,000 0

9,062 223,296 75,999 1,600 44,283 3,000 103,014 0

9 高花 日田市 国庫 大分県 開設 1,000 26,950 1,000 10,000 1,000 16,950 0

11 風払 日田市 国庫 大分県 開設 1,220 31,298 1,220 11,500 1,220 19,798 0

2,220 58,248 0 2,220 21,500 2,220 36,748 0

11,282 281,544 75,999 3,820 65,783 5,220 139,762 0

　林業専用道(規格相当）補強事業

Ｒ２年度まで
(繰越除く)

Ｒ５年度
以降

延長 事業費 事業費 延長 事業費 延長 事業費 事業費

2 池ノ釣 日田市 国庫
日田郡森林組

合
補強 － 8,410 3,000 0 0 － 5,410 0

－ 8,410 3,000 0 0 － 5,410 0

注）　・県営林道事業とは、地域の骨格をなす林道で、利用区域についても広域に及ぶ林道である。
　　　・補助営林道事業とは県営林道事業の対象とならない小規模な林道で、市町が事業実施主体となって行う林道の開設、改良、舗装、
　　　　点検診断等の事業である。

合計

区分 路線名 地区
補助 区

分

1 路線

区分 路線名

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

全体計画
Ｒ３年度

（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

事業主体名 区分

全体計画
Ｒ３年度

（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

補助営小計

県営小計

合計

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

合計

区分
全体計画

Ｒ３年度
（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

Ｒ４年度
（R3→R4繰越含む）

(単位 :箇所、千円)

補助営
国庫

26路線

区分 路線名 補助区分 市町名

　多面的機能を有する森林の適正な整備及び保全を図り、効率的かつ安定的な林業経営を確立するための基幹的施設
として林道網を整備する。

27路線

(単位 : ｍ、千円)

区分 路線名 地区
補助 区

分
事業主体名 区分

R2災
国庫

国庫

補助
区分

市町村名 区分
全体計画

(単位 : ｍ、千円)

Ｒ３年度
（R2→R3繰越含む）
（R3→R4繰越除く）

国庫

5 路線

2 路線

7 路線
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Ⅲ 令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興 

 

１ 地域創生部 

 

西部地域は令和２年７月豪雨により大規模な被害を受けるとともに、風評被害による宿泊キャ

ンセルが相次ぎ、観光客が減少した。このような中、令和２年度は災害からの復旧する観光地（温

泉街）に寄り添った支援を実施した。 

   日田温泉では、流失した屋形船を新たに整備したことから、再発防止対策についての協議研修

会を開催した。天ヶ瀬温泉街では、令和４年２月より一か月間「灯りの実証実験」を実施した。

また、宝泉寺温泉では、観光局着地型観光事業にて味噌造りやサウナなど体験コンテンツの開発

を実施した。 

 

①地域活力づくり総合補助金事業（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②被災温泉街の復興状況 

 現在までの、被災温泉街の復興状況は以下のとおり。 

 

地区名 

 

宿泊施設数 

 

被災施設数 

 

再開済数 

 

なりわい再建支援

補助金活用見込 

 

日田温泉 

 
14 

 
5 

 
5 

 
4 

 

天ヶ瀬温泉 

 
22 

 
16 

 
4 

 
7 

 

宝泉寺温泉 

 
12 

 
11 

 
8 

 
10 

 

計 

 
68 

 
43 

 
26 

 
25 
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２　農山村振興部

○　令和２年７月豪雨災害による農林水産業全体での復旧関連事業の概要

13合計 104 63 23 190

3 4 15

0 0 0 0

事業完了件数（令和２～３年度）

日田市

有害鳥獣侵入
防止柵

2 1 0 3 8

事業項目

0 0

0 0 5

農業施設等 28 18 7 53 0

日田市 九重町 玖珠町 合計

0 0 0

林業施設

森林作業道 60 31 7

11 12 8 31 0

　令和２年７月に発生した豪雨災害により、西部管内では河川の氾濫および山腹崩落等に
よる土砂流入等が発生し、農林作物への直接被害の他に、農業用施設、森林作業道、有害
鳥獣侵入防止柵並びに内水面施設が被災した。このため、国庫及び県単の災害復旧事業を
活用し早期の復旧を図っており、農業施設、林業施設及び内水面関係施設では令和３年度
中に完了した。なお、森林作業道、有害鳥獣侵入防止柵は、令和４年度以降も事業実施予
定である。

0

3 4 20

内水面（水産） 3 1 1 5

98 5

令和４年度事業件数

九重町 玖珠町 合計
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３　農林基盤部

 (1) 農地・農業用施設の復旧

 （R2年災：日田市）

R4.3末現在

 （R2年災：九重町）

R4.3末現在

 （R2年災：玖珠町）

R4.3末現在

236,000 100

箇所数 金額

(箇所) (千円)

177,798

44,787 8 43,549 28 88,336

1,841,260

428,000 203 438 1,213,000

農業用施設 農災　計

金額 箇所数 金額

565 838,000

(千円) (箇所) (千円)

518,000 173 320,000

166,529 35 181,019 98 347,548

785,000

405,000169,000 36

800

235

被害

査定

農業用施設 農災　計

金額 箇所数 金額 箇所数 金額

(千円) (箇所) (千円) (箇所) (千円)

農地

箇所数

(箇所)

1,840,000 425 1,260 1,225

農地

箇所数

(箇所)

93,120 49 101 270,918

36,151 15 40,882 38 77,033

51

23

契約済

完成

農業用施設 農災　計

金額 箇所数 金額 箇所数 金額

(千円) (箇所) (千円) (箇所) (千円)

契約済

完成

64

27

1,179,000 270 559,000 800 1,738,000

282,000 103 311,000 220 593,000

被害

査定

530

117

134,295 57 178,468 129 312,763

59,865 34 93,937 61 153,802

農地

箇所数

(箇所)

392

64

63

20

被害

査定

契約済

完成
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 (2) 治山施設等の復旧

　○林地崩壊の復旧

      災害で新たに発生した荒廃山地で堤体等を整備（災害関連緊急治山事業）

　○林地荒廃施設の復旧

      災害で被災した堤体等の施設を復旧（林地荒廃防止施設災害復旧事業）

　○県単治山事業

　　　国の災害復旧の対象とならなかった治山施設の崩土除去等）

 (3) 林道等の復旧

　（R2年災：玖珠町）

5箇所 0箇所 5箇所 100.0% 4箇所 80.0%

3箇所 0箇所 3箇所 100.0% 3箇所 100.0%

事業箇所数
(R4.3末現在）

応急復旧 工事着手 着手率 本復旧 本復旧率

　○林道補助災害

事業箇所数
(R4.3末現在）

応急復旧 工事着手 着手率 本復旧 本復旧率

32箇所

事業箇所数
(R4.3末現在）

応急復旧 工事着手 着手率 本復旧 本復旧率

1箇所 32箇所 100.0% 24箇所 75.0%

　（R2年災：日田市）

　（R2年災：九重町）

50.0%

事業箇所数
(R4.3末現在）

応急復旧 工事着手 着手率 本復旧 本復旧率

2箇所（九重町） 0箇所 2箇所 100.0% 1箇所

12箇所

事業箇所数

事業箇所数
(R4.3末現在）

応急復旧 工事着手 着手率(応急含む) 本復旧 本復旧率

14箇所 2箇所 12箇所 100.0% 14箇所 100.0%

(R4.3末現在）

工事着手 着手率 本復旧 本復旧率

5箇所 41.7% 0箇所 0.0%

応急復旧

0箇所

日田市

九重町

0箇所 6箇所 75.0% 4箇所 50.0%

0箇所 3箇所 75.0% 0箇所 0.0%4箇所

8箇所

日田市

九重町

12箇所

2箇所

1箇所 11箇所 100.0% 12箇所 100.0%

1箇所 1箇所 100.0% 2箇所 100.0%
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